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被災体験者が残した噴火災害の記録

「会津磐梯山噴火之由来J

今から 115年前の明治21年（1888年）、福島県の

会津磐梯山が突然噴火し 、500名近い人命を失う

大惨事となった。

昭和47年、猪苗代町で農業を営んでいた遠藤俊

さんの土蔵から 、「会津磐梯山噴火之由来j と表

書 きされた文書が見つかった。この記録を残した

のは、遠藤さんの祖父にあたる吉田丑蔵さんであ

る。吉田さんは、噴火で生じた泥流に巻き込まれ、

一命を落すところを奇跡的に助かった。吉田さん

は、その時の体験や噴火の状況を後世に伝えるた

めに、 この文書を書き残した。

この文書の内容は、突然の噴火の激しさやそれ

に伴 う自然現象、逃げ惑う人々の行動、被害の状

況、行政や一般住民による救済などが、個人のエ

ピソードを交えながら具体的に記されている。

この文書には二つの図が付けられている。それ

を右に掲載した。

「磐梯山噴火ノ図」と書かれた上の図は、磐梯

山を東方から眺めた構図となっている。中央やや

左寄りに赤く描かれたひときわ高い山体が大磐梯

山で、これが現在の磐梯山の主峰 （標高1819m)

である。その右側 （北傾IJ）で黒く噴煙を上げてい

るところか’噴火の中心である。火山灰の噴煙は噴

火当初1300mほど立ち昇り、山童書は降ってきた火

山灰で一時ま つくらになった。噴煙の中心に破線

で描かれているのが、爆発前まであった小磐梯山

（標高1760mと推定）である。 この小磐梯山が

「水蒸気爆発jで崩壊し、粉砕された大小の岩石

を含んだ土石流 （岩屑なだれ）が山麓の村々を襲

った。この噴火で被害を引き起こした中心力昔、こ

の岩屑なだれである。

図中に黒く塗られている部分が岩屑なだれの到

達した範囲である。その主流は北側の裏磐梯方面

に流下した。 その平均速度を計算すると時速

80kmという猛烈な速さとなる。そして細野、雄

子沢、秋元原の集落があっという間に埋没した。

岩屑なだれは長瀬川に沿って流下、水を含んで泥

流となり 、磐梯山東麓の川上温泉、長坂を襲った。

もうひとつの岩屑なだれの流路は、図の中央や

や下に描かれたもので、磐梯山旧火口の沼ノ平か

ら琵琶沢に沿って流下した。これは美祢の集落ま

で達した。現在この集落に、「美祢の大石」 とい

う幅8mに達する巨岩がある。これは磐梯山の頂

上付近にあった石が岩屑なだれによ って運ば．れた

ものである。

下図は、爆発による地形の変化を示 したもので

ある。右上の「噴火口欠踏之図Jは、爆発の約 1

年後に吉田丑蔵さんが噴火口を訪れて措いたもの

であろう 。小磐梯山が崩壊して、爆裂カルデラ と

呼ばれる絶壁が生じている。また、まだいくつか

の場所で噴煙があがっている様子が描かれてい

る。

その下の「新出来三湖ノ図jは、噴火によ って

新たに三つの湖が生じたことが示されている。岩

屑なだれは、裏磐梯を流れていた長瀬川の支流を

せき止め、桧原・小野川・秋元の 3湖を誕生させ

た。ただし、湖が現在の姿となったのは噴火後す

ぐにではなし、。桧原湖の場合は、徐々に水がたま

り現在の大きさになるのに約 1年かかっている。

左側の二つの図は、岩屑なだれによって埋没し

た川上温泉と秋元原の埋没前の様子を描いたもの

である。噴火直後の被害調査によると 、jII上温泉

では、温泉客を含めて死亡および行方不明者15名、

秋元原では、 12戸あ った家がすべて埋没し、 67

名が行方不明とな った。秋元原の図中には「鎮守

イヤヒコ （弥彦）明神只今秋元湖ノ嶋トナルjと

あり、神社を祭っていた高まりだけが水没から免

れたことが示されている。

このように、「会津磐梯山噴火之由来」は、噴

火の状況や被害について図を交えて詳しく記して

おり 、噴火の全貌を知る上でたいへん史料価値の

高いものである。この史料は、会津若松市にある

福島県立博物館に現在展示されている。

竹省陽二郎／福島県立博物館専門学芸員



「会津磐梯山噴火之由来」の絵図

猪苗代町遠藤修郎氏蔵





轍

M
3

刷

0
4
E

判

m
n
L



一一
次回

同

一一

防災言

リスク情報の認識の重要性...・ H ・－－…...・ H ・...・ H ・H ・H ・...・ H ・...・ H ・..5 

森宮康（明治大学教授／本誌編集委員）

ずいひつ

ダイヤモンドと噴火予知…...・ H ・.....・ H ・－－…...・ H ・－－…...・ H ・－－…… 6

井田喜明（姫路工業大学大学院理学研究科教授／火山噴火予知連絡会会長）

東海・東南海・南海地震....・ H ・...・ H ・－… H ・H ・......・ H ・...・ H ・－－－… 8

－震源域拡大と今後の展開一

川端信正（静岡総合研究機構防災情報研究所）

「FAS T」
（現場急行支援システム）について…...・ H ・.....・ H ・.....・ H ・－－…14

横山雅之（警察庁長官官房参事官（高度道路交通政策担当））

座談会

失敗学と安全・防災・・ H ・H ・…...・ H ・－… H ・H ・...・ H ・－…...・ H ・...・ H ・.20 

畑村洋太郎（畑村創造工学研究所代表／工学院大学教授）

小出五郎（NHK解説委員／大妻女子大学教授／本誌編集委員）

北森俊行（法政大学教授／本誌編集委員）

防災基礎講座

火災で発生する煙による物的損害について…...・ H ・.....・ H ・－－……30

吉田公一（独立行政法人海上技術安全研究所研究統括副主幹）

Computer Security Incidentとセキュリティ対策活動・…...・ H ・・36

大林正英（JPCERT/CC)

山賀正人（JPCERT/CC)

中国進出企業のリスクマネジメント...・ H ・H ・H ・.....・ H ・－－…………42

村上幸隆（土佐堀法律事務所弁護士）

絵図解説

被災体験者が残した噴火災害の記録

「会津磐梯山噴火之由来」

竹谷陽二郎（福島県立博物館専門学芸員）

協会だより...・ H ・.....・ H ・.....・ H ・.....・H ・.....・H ・.....・ H ・.....・H ・.....・H ・.....・ H ・.....・H ・..49 

「洪水ハザードマップ集」を作成しました！…...・ H ・－－…...・ H ・－－………………… 51

読者アンケート...・H ・H ・H ・.......・ H ・－－…...・H ・.....・H ・.....・ H ・H ・H ・.....・H ・.....・ H ・H ・H ・..52 

災害メモ...・H ・－－…………………...・H ・.....・ H ・H ・H ・.....・H ・.....・ H ・.....・ H ・－…...・ H ・...53 

口絵／「会津磐梯山噴火之由来」の絵図 猪苗代町遠藤修郎氏蔵

表紙デザイン・本文カット／国井英和



5

2003予防時報213

防災言

近年、不祥事とされてきた企業の事件・事故には、社会一般の考

え方から倫理的に逸脱した経営判断によるケースがあまりにも多

い。かつて臨界事故を起こした企業は、経営環境の厳しさから費用

対効果の向上のため社内の提案制度に基づき作業マニュアルを改悪

さた結果、大惨事となった。食品製造会社の場合には狂牛病に関わ

る牛肉買取制度を悪用し、偽装表示事件を引き起こした。これらは

モラルハザードの典型的な例であるが、費用対効果という面から社

内で容認され、結果的に企業倫理に悖ったというのでは、経営を担

う経営陣の判断として論外である。前者は事業免許を失い、後者は

消費者の信頼を失い、共に社会から消えていった。リスクの視点か

ら経営判断ができなかった人々により会社が運営されることほど従

業員、消費者、いや社会を困惑させるものはない。

この種の経営行動をリスクの観点から予防することができなかっ

たのは、リスクコミュニケーションの不在による。組織においてリ

スクに関わる情報の意味とその理解、その重要性の認識とその受容

に関わるシステムがなかったからであるともいえる。経営判断に関

わるリスク情報は、公的機関から発せられるのを待てば良いといっ

たものではない。業界団体なり、組織内においても経営に反映させ

ねばならないリスク情報は存在している。迅速な情報入手が必要で

ある。

経営にとって、リスク情報はあらかじめ確定されているものでは

ない。自らの努力により獲得した知識と経験から確認し、対応を判

断すべき対象なのである。しかも転変する経営環境のなかで的確な

経営判断をするため、リスク情報を認識しなければならないのであ

る。組織内の各部署においてリスク情報の共有が無いと、リスク確

認の重要性が見落とされ、特定の部署や担当者に業務が丸投げされ、

仲間意識により監査がなされず、また取引条件に関しても表面的な

チェックだけで経営環境の長期的な変化を織り込まないといった事

態が発生しうる。従って、リスク情報のもつ意味を明確に捉え確認

することが不可欠といえる。
森宮
もりみや

康
やすし

明治大学教授／本誌編集委員

リスク情報の認識の重要性
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若い頃、私は高圧の研究室で学んでいた。

そこでは、地球内部で実現される高い圧力と

温度を実験装置内で発生させ、圧力や温度が

鉱物や岩石にどんな効果を及ぼすかを研究し

ていた。

その頃、研究室の雑談で人工ダイヤモンド

の話が出たことがある。高圧の研究はブリッ

ジマンによって始められ、その業績で彼はノ

ーベル賞を受賞した。ブリッジマンは高圧に

関連するほとんど全ての研究を手がけ、膨大

な数の論文を発表して、それぞれの分野に基

礎を築いた。ところが、研究を始める動機に

もなったダイヤモンドの合成には、生涯成功

することがなかった。

ダイヤモンドは、その後ベルトと呼ばれる

高圧装置で合成されるようになった。ところ

が、当時ダイヤモンドを作れたのは、この装

置を開発したバンディーだけだったという。

他の人が同じ装置を使い、同じ条件で炭素を

ダイヤモンドと噴火予知
井田
い だ

喜明
よしあき

姫路工業大学大学院理学研究科教授／火山噴火予知連絡会会長

加圧しても、ダイヤモンドにはならないのだ。

合成には職人芸的なところがあって、操作の

微妙な違いが成否を決めたものと思える。

私はその後火山学の分野に移り、噴火予知

に関わるようになって、ここにも職人芸的な

面があるのを感じた。火山噴火予知連絡会で、

火山の活動に関する同じデータに基づいて議

論しても、現象の認識と展開について、委員

の間で全く異なる意見が出てきたりする。意

見の違いは議論を進める過程で解消されるこ

ともあるが、いくら議論を続けても平行線を

たどることも少なくない。そんなときは、ど

の意見を採用するかによって、社会に伝える

メッセージは適切なものにも不適切なものに

もなりうる。

2000年に三宅島の山頂噴火が最盛期を迎え

た頃、予知連絡会は一連の噴火にマグマがど

う関与しているかを議論した。ところが、マ

グマの直接的な関与を肯定する意見と否定す

る意見が対立し、何時間議論しても決着しな

かった。予知連絡会としての公式見解は、こ

の議論の行方を見て、その日の夕方に発表す

る予定でいたが、深夜になっても結論は得ら

れない。この見解が出るのを、報道機関の記

者や、自治体・防災機関の関係者が今か今か

と待ち構えているので、会議の司会をしなが

らも、私は気が気でない。最後は、噴火の現

状認識や見通しについての結論は曖昧にした
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まま、防災上の注意を呼びかける内容に、見

解を何とか収束させた。

対立する主張の背景には、しばしば噴火に

関する理解の差がある。現在の火山学の実力

では、教科書に書かれているような標準的な

知識だけでは、現実の火山現象をさばき切れ

ない。火山の地下で実際に何が起きているの

か、具体的な描像を得ようとすると、多かれ

少なかれ推測を入れざるをえない。ところが、

各個人が推測する内容は、噴火現象について

の理解の深さや、論理的な思考能力によって

大きな差が出る。個人的な研究の歴史や経験

の豊富さも強く反映する。このような要素が

意見の対立の背後にある場合は、それは簡単

に埋められないので、議論はから回りする。

結局、いくら議論に時間をかけても、合意点

は見出せないことになる。

見方を変えれば、自然現象の推移を読む場

合に、勘がうまく働く人と働かない人が出て

くる。勘が働くかどうかは、経験などの情報

量ばかりでなく、思考力や想像力の豊かさに

依存するが、勘で予測した内容は、その根拠

を客観的に説明することが難しい。そこで、

勘のいい人が自然現象を的確に予測できたと

しても、他の人はその理由をよく理解できな

いし、真似することもできない。

個人や少数の担当者が噴火予知の裁量を握

る場合は、彼らの勘の良し悪しで予測内容は

がらりと変わる。誰が判断するかによって、

予知がうまくいったりいかなかったりする。

世界各国で記録されている噴火や火山災害の

歴史には、それをほうふつさせるような事例

がよく出てくる。ダイヤモンドの合成につい

て数十年前に見られた状況が、現在の噴火予

知の技術レベルに当てはまると言うことがで

きよう。

勘は全く的外れな予測を導く危険性もある

ので、勘を重視するシステムが必ずしも良い

とはいえない。日本では、予知連絡会が合議

性で火山の活動度を評価するから、個人の勘

に予測内容が左右される可能性は少ない。む

しろ、合議性で得られる結論が構成メンバー

の最低レベルに引きずられないように、工夫

をこらすことが重要になろう。

ダイヤモンドの合成は、結晶成長を促進す

る物理化学条件が次第に明らかになり、職人

芸的な要素が少なくなってきた。噴火予知の

方も、噴火現象についての理解が進み、地下

の状態が詳細に把握できるようになれば、客

観性の高いものになるだろう。今の天気予報

なみの精度で、噴火の発生や推移を予測する

ことだって、夢ではないだろう。

しかし、噴火予知に関与する研究者にとっ

ては、職人芸と見えるような勘を働かせる余

地がある方が、やりがいがあって面白いのか

もしれない。

ずいひつ
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東海地震の経緯

東海地震説が世に出たのは1976年（昭和51年）

8月のことだった。

この年の８月23日に開かれた第36回地震予知

連絡会に「駿河湾を震源とするマグニチュード８

クラスの大地震発生の恐れ」との論文が提出され

た。当時東京大学理学部の助手だった石橋克彦氏

による「東海地震説」であった。

当時静岡放送の報道部記者だったわたしは、同

日夕刻に開かれた地震予知連絡会の記者会見に出

席した。会見では伊豆半島の地震活動を中心に発

表が行われ、「東海地震説」については触れられ

なかった。

伊豆半島では、1974年（昭和49年）５月に伊豆

半島南端の石廊崎断層が活動した「伊豆半島沖地

震」が発生して以来、地震活動が活発化していた。

記者会見の１週間ほど前には石廊崎の北20キロ余

の峰温泉付近を震源に「河津地震」が発生し小被

害を出しており、伊豆半島では地震活動が北上す

る恐れがあると懸念されていた。こうした状況を

受けて、記者会見ではもっぱら伊豆半島の今後の

＊かわばたのぶまさ／静岡総合研究機構防災情報研究所　

見通しに質問が集中し、当時東京大学地震研究所

に在籍し伊豆半島の地震観測の中心的存在だった

津村建四朗氏（現政府地震調査委員会委員長）が

伊豆半島の地震活動について詳しく説明した。

記者会見後、わたしは「伊豆半島の地震活動、

北上の兆し」との原稿を本社に送り、新幹線で静

岡に戻った。当夜のローカル・ニュースのトップ

は、わたしが書いた予知連の原稿……のはずだっ

た。ところが、社に戻ったわたしを待っていたの

は、共同通信の配信原稿「駿河湾を震源に大地震

の可能性、地震予知連で東大若手助手が発表」で

あった。さきほどまで同席した記者会見でそんな

話は一言も出なかったので、共同通信の原稿に我

が目を疑った。東海地震説は共同通信の特ダネだ

った。共同通信のK記者がこの年の５月から追っ

ていたのだという。

この日、夜のトップ・ニュースは「東海地震説

東海・東南海・南海地震
－震源域拡大と今後の展開－

川端信正＊

東南海、南海地震の想定震源域の概念図
（中央防災会議専門調査会資料（平成14年１月24日）より）



礎資料として被害想定作成に着手したのであった。

東海地震への素早い対応は地元静岡だけではな

かった。翌1977年（昭和52年）４月には、地震

予知連絡会に判定会が設置され、中央でも東海地

震対策がスタートした。一方、静岡県はこの年５

月、地震対策班を18人に増員し、8月には県庁に

全国初の地震対策課が発足した。さらに1978年

（昭和53年）に大規模地震対策特別措置法が施行

され、東海地震対策は本格的に進められた。

以来４半世紀を経て、静岡県での東海地震対策

はさまざまな展開を見せた。東海地震対策の円滑

な執行を図るために、財政措置を実施する地震財

特法が施行され、この法律のもと、避難地・避難

路の整備、消防施設、緊急輸送路、通信施設など

の防災対策が続けられた。

東海地震　最近の状況

「明日起きても不思議でない」といわれた大地

震対策は、このように着々と進められていった。

しかし、地面の中では大きな変化は見られず「な

まず」はおとなしいまま20年が経過した。あんな

に大騒ぎした東海地震なのに、地震を忘れた人も

多く、地震説以後に生まれた世代が続々大人の仲

間に入っていった。東海地震は遠くなったのか、

そんな声すら聞こえそうであった。

しかし……。「不審な」動きが出現した。

それは1996年に始まった。10月５日大井川中流

域の静岡県川根町付近を震源にマグニチュード

4.3の地震が発生。現地川根町では震度４を記録

した。この地震は関係者の注目を引いた。「不審

な」地震の出現だというのである。この地震のメ

カニズムが、東海地震に全く無関係とは言い切れ

ない「怪しさ」があったからである。こうした地

震が続発するとしたら、それは決して良いことで

はない。

関係者は状況を注意深く見守ることにしたが、

５ヶ月後の1997年３月、愛知県の東三河地方を震
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発表」。そして翌日の新聞各紙は、一斉に「東海

地震」を大きく報じた。とりわけ地元紙「静岡新

聞」の扱いは大きかった。社会面には大見出しが

躍っていた。東海地震は、このようにショッキン

グな形でスタートを切ったのであった。

「異常な」状態で幕を開けた地震説に対して、

地元静岡県行政の反応は実に早かった。当時の静

岡県知事は山本敬三郎氏。山本知事はさっそく県

職員数人に特命を下し、地震説の徹底調査が行わ

れた。

日本列島の太平洋沿いに存在する南海トラフで

は、百数十年ごとにマグニチュード８クラスの大

地震が繰り返し発生してきた。その震源は、四国

沖から熊野灘、遠州灘までであるというのが従来

の考え方であった。1854年に起きた安政地震から

すでに100年を越えており、近い将来遠州灘に大

地震が再来するとの説が従来から唱えられてい

た。しかし石橋助手は、清水市で見つかった安政

地震の古文書を手がかりに研究し、震源が駿河湾

にまで及ぶとの東海地震説を出したのだった。果

たして次の地震は震源が駿河湾にまで及ぶのか。

知事の指示を受けた県職員数人は懸命に地震論文

を読みあさり、地震学者に真偽のほどを聞きまく

ったという。

「明日起きても不思議でない」。新聞はこんな

言い回しで東海地震説の企画記事を掲載し、静岡

県下は地震説に埋め尽くされた。大地震にどう対

処するか、それが静岡県民の当面の課題となった。

こうした社会現象を背景に、静岡県当局はすぐ

に東海地震対策に着手することを決め、この年10

月、県消防防災課に職員５人からなる「地震対策

班」を発足させた。地震説公表からわずか１ヶ月

後のことである。こうして東海地震対策が始まっ

た。同年11月には、静岡県庁内53課の職員で構成

する地震対策ワーキンググループが組織された。

当面直ちに着手すべき最小限の対策について検討

し、それとともに国の地震予知体制整備に協力す

ることを決め、同時に地震対策を進める上での基
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源にマグニチュード5.8の地震が発生した。この

地震もいわゆる「怪しい」地震であった。こうし

た「怪しい」地震はこの後も散発し、1997年５月

浜名湖沖マグニチュード5.9、９月と10月の２回

御前崎沖でマグニチュード4.9、10月静岡県中部

マグニチュード4.3と、続いた。しかし、その後

こうした地震の出現はなかった。

ところが、今度は違った現象が出た。それは

「怪しい」地震以後、東海地震の想定震源域であ

る静岡県で起きる小さな地震、身体に感じない微

小地震の発生数が少なくなったのである。地震数

が目に見えて減少することもあった。地震活動が

普段と比べて減少する状況を「地震活動の静穏化」

という。地震活動の静穏化はやがて起きる大地震

の前駆現象として起きることがあり、その出現は

関係者の気をもませる事態となった。

このように東海地域の状況が続く中、今度は国

土地理院のGPS観測に異常が検出された。東海地

域の西部で、これまでとは異なった傾向の地殻変

動が出ているというのだ。震源域付近の地殻内で

ゆっくりした事前すべりが始まったのではと疑う

事態の出現である。ある研究者は、東海地震の想

定震源域で、陸と海のプレート同士がくっついて

いる「固着域」の内陸側で、固着が緩み始めてお

り、応力の集中が進んでいる可能性があると指摘

する。この変動は2000年後半から出始め、2001

年になって顕著になった。地殻変動の目玉は時間

とともに場所を変えている。当初は浜名湖付近で

変動が大きかったが、その後、変動の目玉が北東

方向にやや拡散し、変動は現在も継続している。

ただ全体的なすべりの総量に、加速傾向がないの

は救いである。もしこれが加速するなどの変化を

見せたとき、要注意度は高まるとして、この地殻

変動に関係者は大きな関心を寄せている。

東海地震震源域の見直しと強化地域の拡大

このように東海地域の状況が予断を許さない様

相を徐々に見せようとしている中、東海地震対策

が大きく変化することになった。2001年、政府の

中央防災会議が東海地震の想定震源域を見直し、

従来の駿河湾とその西岸域であった震源域をさら

に西に広げ、震源を浜名湖付近にまで拡大した。

これを受けて、昨年（2002年）、東海地震の防災

対策強化地域が愛知県にまで広がった。新たに愛

知県のほとんどが強化地域に指定され、地域指定

された市町村数は、それまでの６県167市町村か

ら８都県263市町村となり、強化地域では国から

財政支援を受けて防災体制の整備が図られること

になった。

この強化地域の拡大で、企業活動や市民生活に

影響を与える地域が大きく広がった。警戒宣言が

発令されると、新幹線や高速道路などに大幅な交

通規制が実施され、金融機関やデパートは営業を

停止し、企業活動や市民生活に制約が出る。その

制約を受ける適用範囲が広がったのである。新幹

線を例にとると、これまでは豊橋－新横浜間が運

転休止区間だったが、今度は岐阜羽島－新横浜間

に、道路の交通規制も静岡県と神奈川県西部だっ

たものが愛知県、静岡県、神奈川県にまたがる区

間に拡大されることになった。日本列島の東西交

通を分断する区間が広がったのである。

地震災害は従来揺れが起きて物理的に障害の出

た区間がフリーズする。しかし、東海地震では、

警戒宣言という地震前に出される情報で社会的な

規制が行われ、その後揺れが来て物理的に支障が

出る。日本列島の物流は事前に出る情報の段階か

ら大きな影響を受けることになる。地震被害を軽

減するために警戒宣言を出して事前規制を行い、

地震発生に伴う被害を最小に押さえようというの

だから、ここでその是非をうんぬんするつもりは

ない。事前規制の段階で企業活動や住民生活に生

じる支障を最小に抑えるためには、強化地域拡大

以前にも増して事前対策が必要になることを承知

しなければならない。

政府の中央防災会議は、さきごろ東海地震が起



きた際、強化地域８都県でどのような被害が発生

するか、初の被害想定を発表した。最悪の場合は

23万１千棟の建物が倒壊し、死者が8,100人に上

るという。ただし、警戒宣言が発令され多くの人

が適切な対応をとった場合は死者が４分の１程度

に減るとしている。

この被害想定は、東海地震に関する初の政府レ

ベルのまとめだが、今後は津波や火災、斜面崩壊、

交通機関などの各種構造物による被害の策定を行

い、自治体ごとに対策を早急に見直したいとして

いる。

東南海・南海地震対策の着手

地震対策では、もうひとつ大きな変化が生じた。

それは次の東南海地震、南海地震への対策が始ま

ったことである。日本列島の太平洋沿いで繰り返

されるマグニチュード８クラスの巨大地震は、四

国沖から熊野灘、遠州灘、駿河湾までが、一度に

破壊するか分割して破壊するか、過去はそのいず

れかであった。それまで一度の破壊であった南海

トラフの地震が、1854年の安政地震では、まず熊

野灘が破壊し、翌日四国沖で地震が起きるという

２分割となった。

その後昭和時代に入って、今度は1944年に熊

野灘で東南海地震が、2年後の1946年に四国沖で

南海地震が分割して発生し、そして割れ残った駿

河湾に予想されるのが東海地震というわけである。

昭和の東南海地震、南海地震は若干小振りで、

エネルギーをフルに出し切っていない。だから次

の地震は100年を待たずして発生する可能性があ

る。加えて、現在まで東海地震は起きていない。

東海地震がまだ起きないのは結構なことだが、い

ずれは起きる地震である。現在からまだしばらく

間があって東海地震が起きたならば、その時は東

南海・南海地震が連動して同時に発生することが

あるかもしれない。また東海地震が単独で起きた

場合、東南海・南海地震が誘発されて予想より早
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く発生するかもしれない。

このようにさまざまなケースを考えると、すで

に東南海・南海地震対策を始める時期に来てい

る。こうした状況を踏まえて、このほど法律を制

定し、国として東南海、南海地震の対策に着手し

たというわけである。政府は、東南海・南海地震

について、東海地震も含めた全域が動くケースも

想定して、東海から九州にかけての太平洋沿岸域

の震災対策大綱づくりを策定することにしている。

なお、政府の中央防災会議は、さきごろ、東南

海地震、南海地震が同時発生した際の被害想定を

発表した。それによると、地震の規模はマグニチ

ュード8.6。愛知県の渥美、知多両半島や、和歌

山の紀伊半島、徳島県や高知県の太平洋岸では、

震度６強の揺れになるという。地震の揺れや液状

化による人的、物的被害は東海、近畿、四国、中

国、九州に及び、最大で建物全壊約27万７千棟、

死者は、兵庫県南部地震による阪神・淡路大震災

を上回る約7,400人に達するという。津波被害の

範囲は広く、紀伊半島や四国、九州の一部太平洋

岸では５メートル以上の津波が襲い、影響範囲は

鹿児島県から千葉県にまで及ぶとしている。

東海地震、東南海・南海地震、
今後の展開は

これまで述べてきたような推移をたどった現

在、ここでいくつかの問題点を指摘したい。まず

東海地震について見よう。

東海地震がいつ発生するか。現在のところ、そ

の主役を担うのは、GPS観測の動向である。今後

を占うのは、いまGPSが捉えている東海地域の地

殻異常がどのように変化していくかにかかってい

る。観測によれば、東海地域では、現在ゆっくり

した地殻すべりは進行しているが、いまのところ

加速する様相は見せていない。ではどうなったら

危ないか。もし地殻すべりが加速したならば、事

態は急変する可能性があるという。
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こうした事態に至ったときは、何らかの情報を

出す必要に迫られるだろう。それは観測情報だろ

うか。GPSが捉える地殻異常は観測情報の発表基

準に適合するものだろうか。

このように事前情報の発表には難しい問題があ

るが、難しさは情報の発表側だけのものではない。

異常が出現して情報が発表された際、情報の受け

手側がこれをどう受け取りどのような行動をとる

べきか、これがきわめて難しい。

ここで整理しておこう。東海地震に関しては、

従来からある判定会－警戒宣言という手順に至る

前に出される２種類の情報が、近年設けられた

（表）。最初は「解説情報」、続いて「観測情報」

である。分かりやすい言い方をすれば、「解説情

報」は、東海地域に普段とは異なる現象が出たが、

それはいますぐ東海地震に結びつくものではない

との情報。「観測情報」は、状況が一歩進み「き

な臭い」現象が出現したので推移を観察し状況の

推移は逐一発表する。従って情報には注意を払っ

ていてほしいというものである。

情報の受け手側で難しいのは、例えば観測情報

を受け取った住民や企業はどう行動すればいいの

か。人により情報に対する価値観が異なり、さま

ざまな行動が出現しないとも限らない。観測情報

を設けた際、その情報を受け取った時の防災行動

は「続報を逃さない体制」と規定された。果たし

て情報をウォッチするだけでいいものか。さらに、

ある人は情報を聞き置くだけ、別の人は早めの避

難などを考えるかもしれない。避難行動といった、

まかり間違えば社会混乱を呼ぶ恐れのある行動で

はなく、この段階で行うべき地道な防災行動があ

るはずだ。情報発表に際して、具体的に何をどの

程度行えばいいか指針が示されなくてはいけな

い。

東海地震の防災対応は、警戒宣言で行うと従来

からいわれ続けて来た。それだけに、その前に出

される情報を人々は如何に受けとめるだろうか、

戸惑いが生じないか。情報を設ける際に発表基準

を定めるだけではいけない。どのように対応すべ

きか、そこに基準がなくてはいけない。GPS観測

が地殻異常を観測しており、この異常が今後加速

するかどうか。徐々に「臨戦態勢」に向かうので

はないかと心配する声も聞こえる昨今である。情

報発表に伴う防災行動を明確に規定することが急

務であろう。

東海地震の問題点はそれ以外にもある。従来、

東海地震の被害は、静岡県を中心に出るとされて

きた。しかし、このほど震源域を見直し、愛知県

でも震度６クラスの揺れが生じるとの結果が出

た。予想される被害範囲は、25年前の東海地震対

策の初期と比べて大きく拡大された。該当地域に

は、東名・名神・中央高速道、国道１号、東海道

新幹線など、日本の大動脈がある。地震発生前に、

警戒宣言などの情報が出された段階からこの動脈

解説情報

観測情報

気象庁として、プレート境界の前兆的滑り等の東海地震の前兆現象とは直
接関係ないと判断した現象及び長期的な視点等から評価･解析した地震･地
殻活動等に関する解説。

判定会招集には至っていないが、気象庁として観測データの推移を見守ら
なければその原因等の評価が行えない現象が発生した場合にその事実を発
表する。この情報は、その原因等の評価が行えるまで、情報の発表日時を
明らかにした上で、継続して情報を発表する。なお、原因等の評価が行え
た場合、観測データの変化が収まり定常状態に戻ったと判断した場合は、
その時点でその旨を発表して終了する。

表　東海地域の地震・地殻活動に関する情報

種
　
　
　
　
類

表　題 内　容　等 防災対応

平常の体制とする

続報を逃さない連
絡体制をとる。
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がストップする。

東海道は日本経済を支える動脈である。迂回ル

ートは北陸回りか空路だ。津波を伴うから海路は

使えない。その時、日本列島は東海地方で分断さ

れ、東西の物流が絶たれる。したがって東海地震

の影響は、揺れに伴って大きな被害が出る地域だ

けのものではない。それは日本列島全体の地震で

あることを認識する必要がある。阪神・淡路大震

災はマグニチュード7.3の地震規模にもかかわら

ず、死者が6,000人を超える大災害となった。し

かし東海地震の規模は阪神・淡路大震災時を遙か

に超えるマグニチュード８クラスの地震になると

予想される。放出されるエネルギーは阪神・淡路

大震災時のの10倍から16倍になるであろう。東海

地震というものの影響の大きさ、本質を見極める

ことが大切である。

次に東南海・南海地震に関して述べよう。

東南海・南海地震は、東海地震と「同時発生」

または「連動」という言い方がよく出て来る。確

かに「同時発生」するケースがないとは言い切れ

ない。前回の東南海地震（1944年）、南海地震

（1946年）は放出エネルギーがやや少なかったた

め、政府の地震調査委員会によれば、次の発生は

これまでより短く86年から90年程度の発生間隔で

考えるのが妥当である。2003年１月現在の発生確

率は、今後10年以内が10％未満、30年以内は東

南海50％、南海40％だという。

新聞紙面に「同時発生」の文字があると、わた

したちはついそちらに重点を置いてしまう。同時

発生すると被害は大きい。しかし同時ではなく、

まず東海、そして続いて東南海・南海という、大

地震２回接近発生という筋書きの防災対策も必要

であろう。

さらに考慮すべきことがある。それは、東南

海・南海地震のような太平洋側の海洋型地震は、

発生の何年も前にその内陸部で地震活動が多発す

る傾向が多いことである。前回の南海地震の前に

は北但馬地震（1925年）、北丹後地震（1927年）、

鳥取地震（1943年）など西南日本で内陸地震が多

発した。

兵庫県南部地震（1995年）は次の南海地震の前

駆としての地震であると指摘する専門家もいる。

この後、鳥取県西部地震（2000年）、芸予地震

（2001年）と内陸の地震が続いた。東南海・南海

地震の「同時発生」にこだわり過ぎず、かつ東南

海・南海地震にのみとらわれず、西南日本内陸部

の地震活動にも気を配り、地道に広域に防災準備

を行うことが大切であろう。

日本列島は、福井地震（1948年）以来地震活動

が比較的静穏な時期を過ごしてきた。といっても

中小の被害地震は相次いだ。これらの地震では、

地震ごとに異なった形の新たな教訓を生んだ。宮

城県沖地震（1978年）でブロック塀災害、長野県

西部地震（1984年）の大規模山崩れ、日本海中部

地震（1983年）では沿岸部住民でない人たちの津

波遭難、北海道南西沖地震（1993年）で津波の車

避難などがそれである。

現代都市が直撃された阪神・淡路大震災で、日

本列島は再び地震活動期に戻った可能性があると

いわれた。日本列島では、地震活動の静穏期に高

速道路が建設され、新幹線が開通し、超高層ビル

が出現した。それらは巨大地震に遭遇していない。

東海地震や東南海地震、南海地震は100年に一度

という巨大地震である。もしこれが発生すると、

そこにはいままでと全く異なった新しい形の災害

が現れるであろう。巨大地震に現代社会の構造物

が、そして我々の生活が果たして耐え得るか、そ

れが試されることになろう。

「地震」という地面が揺れる現象は、残念なが

ら現代科学では回避することはできない。その地

震がもとになって大きな災害を生む、それを「震

災」と呼ぶ。地震防災は「地震」を「地震」にと

どめ、決して「震災」にしないことである。

「地震」を「震災」にしないために、東海地震、

東南海・南海地震といった次に予想される巨大地

震に如何に備えるか、それが私たちの課題である。
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１．はじめに

道路交通の発展は、人や物の移動を高速化・大

量化するなど、経済の成長を支える大きな柱であ

る。しかし一方で、交通事故の増加や交通渋滞・

交通公害の悪化等を招き、大きな社会問題となっ

ている。こうした道路交通の発達に伴う負の問題

は、我が国のみならず、世界の先進各国が抱える

共通の課題である。

このため、現在、日本だけでなく世界的な規模

で、これら道路交通に起因する問題を改善するた

め、高度な情報通信技術をはじめとする科学技術

を活用した高度道路交通システム（ＩＴＳ：

＊よこやままさゆき／警察庁長官官房参事官
（高度道路交通政策担当）

Intelligent Transport Systems）が推進されており、

警察庁としても積極的な取組みを行っている。

本稿では、最近における警察の交通対策上重要

な施策である新交通管理システム（ＵＴＭＳ：

Universal Traffic Management Systems）のうち、

特に「安全」をテーマにした最新のシステムであ

る現場急行支援システム（ＦＡＳＴ： Fas t

Emergency Vehicle Preemption Systems）につい

て紹介する。

２．ＩＴＳの推進とＵＴＭＳ構想

（1）我が国におけるＩＴＳの推進

ＩＴＳについては、平成６年８月、内閣に設置

された高度情報通信社会推進本部によって、「高

度情報通信社会推進に向けた基本方針」（平成７

「ＦＡＳＴ」
（現場急行支援システム）について
横山雅之＊



「高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進」が明

記されており、我が国が世界最先端のＩＴ国家と

なる上で、ＩＴＳの推進は極めて重要な政策課題

として位置付けられている。

（2）ＵＴＭＳ構想の策定

警察では、交通の安全・円滑等を実現するため、

従前から交通管理に必要な交通安全施設の整備を

実施しており、膨大な量のインフラ（信号機、道

路標識・標示、車両感知器、ＩＴＶカメラ、交通

情報板等）を計画的に整備・運用している。その

上で、道路延長の伸長及び車両の増加に伴って複

雑化する交通流に対応し、積極的な交通管理を行

うため、「警察によるＩＴＳ」として、平成５年

にＵＴＭＳ構想を策定した。

ＵＴＭＳは、「安全・快適にして環境にやさし
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年２月）が策定され、産学官が連携して推進する

ことが確認された。これ以降、関係省庁によって、

ＩＴＳを推進するための「実施指針」、「全体構想」

及び「システムアーキテクチャ」が順次策定され

るなど、具体的な取組みが実施されてきた。

特に、最近では、平成13年１月に施行された高

度情報通信ネットワーク社会形成基本法に基づい

て、内閣に高度情報通信ネットワーク社会推進戦

略本部（ＩＴ戦略本部）が設置され、５年以内に

我が国を世界最先端のＩＴ国家とすることを目標

とする「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」が定められた。そ

の上で、この目標を達成するため、政府全体が取

り組む施策を取りまとめた「ｅ－Ｊａｐａｎ重点

計画」が平成13年３月に策定された。この重点計

画の中では、公共分野における重要な課題として

図１　ＵＴＭＳのシステムイメージ図
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い交通社会」の実現を目指し、高度な情報通信機

器である光学式車両感知器（光ビーコン）を活用

して個々の車両と交通管制システムとの双方向通

信を行うことにより、運転者等に対してリアルタ

イムな交通情報を提供するとともに、安全運転支

援、緊急時対応、公共交通の円滑、物流の効率化

等を実現するシステムである。

（3）ＦＡＳＴの位置付け

ＵＴＭＳは、ＩＴＣＳ（高度交通管制システ

ム：Integrated Traffic Control Systems）を中心と

して、目的別に８つの主要なサブシステム（図１）

と２つの要素技術的なサブシステム（注から構成さ

れている。そのうち、ＦＡＳＴは「安全」を実現

するためのＵＴＭＳ施策の一つとして位置付けて

いる。

ＵＴＭＳについては、これまで研究開発を積極

的に進めた結果、各サブシステムが順次実用整備

される段階となっている。

（注　ＩＩＩＳ…高度画像情報システム
ＤＲＧＳ…動的情報誘導システム

３．ＦＡＳＴの概要

（1）目的

近年、犯罪、交通事故や災害等の事案の増加に

伴い、緊急通報の件数は年々増加している。例え

ば、110番通報の受理件数は増加の一途（表１）

を辿っており、平成13年中は約872万件（前年比

約7.8％増）となっている。また、このうち最も

多いのが交通関係の通報であり、全体の約30.7％

を占めている。このような緊急通報件数の増加に

伴い、緊急車両（パトカー、救急車、消防車等）

の出動件数も増加の傾向にある。さらに、都市部

を中心として交通渋滞等により、パトカー等が指

令を受けてから現場に到着するまでの所要時間が

年々伸びるなど状況は悪化している。

ＦＡＳＴは、緊急車両の出動・通行回数が多い

地区において、光ビーコン（後述）により緊急走

行中の緊急車両を検知し、緊急車両を優先的に走

行させる信号制御（青時間の延長又は赤時間の短

縮）等を行うことで、緊急車両が現場に到着する

までの時間（リスポンス・タイム）を短縮して事

案への早期対応を可能にするとともに、緊急走行

に起因する交通事故の防止を目的としたシステム

である。

特に、このシステムの導入により、交通事故発

生時等において、パトカー、救急車等の現場到着

までの時間や被害者の救急病院への搬送時間の短

縮を図ることにより、被害者の救命率の向上、負

傷程度の軽減等が期待できる。

（2）システム構成及び機能

ＦＡＳＴの構成及び機能は、次のとおりであ

る。

ア　車載装置

緊急車両に搭載され、道路上に設置された光ビ

ーコンと双方向通信を行うとともに、緊急走行中

の緊急車両の存在を光ビーコンへ通知する。また、

光ビーコンから各種交通情報等の収集もできる。

イ　光ビーコン

車載装置からの通知を交通管制センターへ送信

するとともに、緊急車両が進行する先（直近）の

交差点を円滑に通行できるよう、信号機に対して

も通知を行う。また、交通管制センターから配信

された交通情報等も車載装置へ送信する。

表１　110番通報の受理件数



ウ　中央装置（交通管制センター）

光ビーコンからの緊急車両の通知情報を基に、

緊急車両が進行する先の複数交差点を円滑に通行

できるよう、複数の信号機に対して優先信号制御

（青時間の延長又は赤時間の短縮）指令等を行う。

エ　信号機

光ビーコンからの通知や交通管制センター中央

装置からの指令に基づき、緊急車両の走行にあわ

せ、当該緊急車両を優先させるような信号灯器の

点灯を行う（図２）。
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４．実証実験

ＵＴＭＳの研究・開発等を行っている（社）新

交通管理システム協会では、警察庁、警視庁及び

千葉県警と協力し、平成11年度に東京都（江東

区内の２路線）及び千葉県（船橋市内の１路線）

においてＦＡＳＴの実証実験を実施した。

特に、千葉県で行われた実験では、対象車両で

あるパトカーの交差点通過時における優先信号制

御に加え、交通情報板を利用して周囲の一般車両

に対する緊急車両の存在通知を実施した。

図２　システムイメージ図
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それぞれの実験において、実験区間を通過する

ために必要とした時間を実験前と実験中で比較し

たところ、次のような結果が得られた。

通過に要した時間の短縮率

東京都 約14.6％の短縮

千葉県 約12.0％の短縮

５．整備・運用状況

平成11年度の東京都及び千葉県での実験を踏ま

え、平成12年度には東京都（29交差点に整備）、

平成13年度には千葉県（30交差点に整備）にお

いて、警察のパトカーを対象としたＦＡＳＴのシ

ステムの運用が開始された。平成15年１月には、

同様のシステムが石川県金沢市及び岡山県岡山市

において整備・運用されている。また、平成15年

３月には大阪府大阪市において運用開始される予

定である。このうち、岡山市では救急車を対象車

両に加えた新たなシステムとして展開したところ

であり、以下では岡山市の事例を紹介する。

６．岡山市のシステム

（1）システムの整備

ア　路線の決定

岡山県警察では、平成14年４月、道路管理者、

岡山市消防局、医療関係機関・団体等により構成

される「緊急車両優先システム実行委員会」を設

置し、システム整備に向け協議を行った。システ

ムを整備する路線の決定に当たっては、事件・事

故発生状況、救急病院・警察署の位置等を念頭に

検討を行い、岡山市の中心部に位置する幹線道路

である次の約7.4kmを対象路線とした。

○東西区間：伊福町（国道180号）～原尾島（国

道53号）

○南北区間：北消防署前（県道岡山吉井線）～番

町～十日市（国道２号）

これら路線の沿線には、岡山東警察署・岡山南

警察署、岡山市消防局の北消防署・中消防署、救

急病院として川崎病院・市民病院・岡山大学医学

部付属病院・岡山赤十字病院・済生会病院等、関

係機関及び病院等の施設が集中している（図３）。

イ　施設整備

当該路線に光ビーコンを34基（19箇所）新設し、

既設の光ビーコン10基と併せて21交差点の優先

信号制御を行うこととした。

車載機については、当該路線を管轄する岡山

東・岡山南・岡山西の３警察署のパトカー34台及

び岡山市消防局の全救急車12台の計46台の緊急

車両に搭載した。

（2）試験期間中におけるシステム導入効果等

ア　搬送時間の短縮

運用開始に先立ち、平成14年12月から１か月

間の試験期間を設けたが、緊急走行回数が最も多

かった岡山市北消防署の救急車について、救急病

院に傷病者を搬送した路線（約２km）において

搬送に要した時間をシステム導入前と比較したと

ころ、240.3秒から227.5秒となり平均12.8秒の短

縮効果が認められた。

イ　最低速度の向上

市街地では、緊急車両が渋滞に巻き込まれて速

度が著しく低下するケースが少なくない。今回の

試験期間中、緊急走行状態下での最低速度を比較

したところ、290.3ｍ／分から333.3ｍ／分に上昇

しており、緊急走行時の大きな問題である渋滞時

においても傷病者搬送時間の短縮に相当の効果が

あると認められ、乗務員の反応についても良好で

あった。

ウ　その他

救急車とパトカーを比較すると、救急車の緊急

走行件数が多く、約１か月の試験期間中、光ビー

コンのうち多い所では救急車の緊急走行を約90回

検知した地点があった。一方、パトカーの同路線

での緊急走行件数は少なかったが、これはパトカ

ーと救急車の活動形態の違いによるものである。

岡山県警察では、今後の運用実態を検証しながら

路線の拡大等を行い、より効果的なシステムとす

るよう努めることとしている。
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７．将来展望

ＦＡＳＴは、従来、警察のパトカーを対象にシ

ステムを構築してきたところであるが、今般、岡

山市の事例に見られるように救急車を対象車両と

するなど、システムとして充実・発展している。

これにより、交通事故等の事案が発生した際、パ

トカーや救急車の現場への到着及び救急車による

被害者の病院への迅速な搬送等を支援すること

で、緊急車両の緊急走行に伴う交通事故防止、被

害者の救命率の向上及び負傷程度の軽減等が期待

できる。

昨年の交通事故による死者数は8,326人と、過

去最悪を記録した昭和45年と比べ死者数半減を

達成した。この長年の悲願達成を受けて、小泉内

閣総理大臣は、平成15年１月２日、「今後10年間

を目途に、交通事故死者数を更に半減する決意」

を表明したところである。

今後とも警察では交通の安全・円滑及び交通公

害を防止するため、ＵＴＭＳを強力に推進するこ

ととしているが、とりわけ「安全に資するＩＴＳ」

の実現が重要な課題であると考えている。ＦＡＳ

Ｔは、交通事故発生時における迅速な対応を可能

にするシステムであることから、今後、消防当局

等と緊密な連携を図りながら、全国的にシステム

の整備を推進することとしている。

図３　岡山市のシステム運用路線図
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失敗の話が学生に聞き耳を立てさせた

北森　（司会） まず、畑村さんの失敗に関

するエピソードを自己紹介を兼ねて伺いたいと

思います。

畑村 私は、大学卒業後メーカーで現場を経

験した後、東京大学で工学部機械科の学生を教

えるようになりましたが、そこでまず疑問に思

ったのが、機械を実際に作ったこともないよう

な人が設計を学生に教えるということでした。

実際にものを作るときに感じることを学生に伝

えるのが本来の姿ですが、そういう教え方をし

ていない。こうすればうまくできるという理論

ばかり教えているが、このようにうまくいかな

かったということを教えてやった方が本当の設

座談会

失敗学と安全・防災
出席者

畑村
はたむら

洋太郎
ようたろう

畑村創工学研究所代表／工学院大学教授

小出
こ い で

五郎
ご ろ う

NHK解説委員／大妻女子大学教授／本誌編集委員

司会

北森
きたもり

俊行
としゆき

法政大学教授／本誌編集委員

最近、「失敗学」関係の本がちょっとした

ブームだという。そこで、小出委員と二人で

著者である畑村さんにじっくりお話を伺うこ

とにした。

私は「安全」に関わりだしてから、この分

野が経験に学ぶところが多く、体系化されて

いないと感じていたが、畑村さんは、失敗を

体系化された。これは安全・防災にも活用で

きるので、本誌読者にも有効な情報提供が出

来たと思っている。

畑村さんの前向きで楽天的な性格に、大い

に感じ入った２時間だった。（北森）

（この座談会は2003年1月7日に行われました）
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計ができるのではないでしょうか。実際に、最初

のうちは私がいくら一生懸命講義をしても学生は

あまりまじめに聞きませんでした。ところがある

時、講義の合間に自分自身の失敗談や本で読んだ

大事故などの話をすると、興味を持ったらしく、

どんどん質問してきました。

失敗の話が学生に聞き耳を立てさせる効果があ

ることがわかったので、設計の失敗を書いた本が

ないかと探しました。しかし、うまくいく方法を

書いた設計の本は数多くあっても、失敗事例を書

いた本はありませんでした。

それなら自分達で教科書を作ろうと、研究室の

ＯＢを含めた 41人が経験した失敗をまとめて

1996年に出した本が、『続々・実際の設計－失敗

に学ぶ』です。

この本を立花隆さんに見せたら、「畑村さん、

とんでもない本を作ったね、こういう本が世の中

に出ないといけないのに……」と言って、週刊誌

などに書評を書いてくれました。

その書評で知ったのだろうと思いますが、宮崎

駿さんに頼まれて、スタジオジブリで「失敗」の

講演をしました。そこに講談社の編集の人がいて、

その講演の内容をまとめて出版したらどうかと、

誘われました。

しかし、論文や教科書しか書いたことがない私

が書いたって売れないということで、私の話をラ

イターが加工して一般人が読みやすいようにして

できたのが『失敗学のすすめ』です。

北森 たしかに私は、工学者の書いた本ではな

いという感じでした。

小出 私は、あの本に関しては、論理の過程に

ついての説明がもう少し欲しいと思いました。

畑村 でも、大抵の人はあのように書かないと

わからないそうです。その結果かどうかは分かり

ませんが、増刷を重ね、すでに14万部になりま

した。

北森 読者層はわかりますか。

畑村 そこまでは承知していませんが、ただ、

またこのごろ売れ始めているようなので、いろい

ろな層の人が読み始めているのではないでしょうか。

本作りとは違う話ですが、Ｔ社の会長から技術

陣の教育をやり直してくれと頼まれて、今も継続

しています。

北森 具体的にはどのような教育をされている

のでしょうか。組織の中のツリー構造に問題があ

るというような話ですか。

畑村 そういうことではなく、一番大事なのは、

技術者のセンスの問題であるという話です。

つまり、設計するときに、この部分だけは理論

や数値などの理屈を抜きにスパッと割り切ってし

まわないといけないということがあるのです。

北森 技術の中に論理的でなく、感覚的に決め

なければならない場面があるのですね。

畑村 そうです。しかし、日本は、これまで海

外からの借り物技術でやってきたので、そういう

センス、私は心象風景といっていますが、それを

認めることができないのです。

ところが、ドイツなどの技術者教育の本には、

そのことがちゃんと書かれています。ですから、

ヨーロッパに行って議論をするとよく通じるので

すが、日本ではそういう話をすると「変なことを

言っている」と言われてしまいます。自分で技術

を開拓してきた国と、借り物でやってきた国との

決定的な差が出ていると思います。

「もんじゅ」の事故は、熱電対のさやの根本の

部分が金属疲労によって破壊し、ナトリウムが漏

畑
村
洋
太
郎
氏



洩したのですが、この部分は、ゼロから開発した

技術者なら、当然避けるような形状でした。そう

いう設計が平気で行われていたのです。

だから、「何かおかしいぞ」ということがスパ

ッと見えるような感覚の技術者を養成しないとだ

めなのです。

日本の技術の相当な部分はかなり進んでいるの

ですが、ある部分は決定的に欠落しているという

状況がここ50～60年続いています。

今、電力部門を対象にＴ社の技術者教育をして

いますが、電力会社の不祥事で日本の重電メーカ

ーは全部なくなってしまうのではないかというく

らい、打撃を受けています。失敗を正しく考える

風土を作らないまま、うまくいくことだけを追い

かけて、それでよしとしてきたことのツケを払っ

ているという感じがします。

2000年には、当時の科学技術庁のプロジェクト

で「失敗知識活用研究会」が発足しました。大学

や企業の研究者が集まり、失敗事例を知識化した

データベースを作って、一般に開放して活用して

もらうという趣旨です。そのデータベースづくり

を私が中心になって進めています。

失敗の話は技術の世界だけのことだと思ってい

たところ、損保、医療、行政などの分野の人にも

関心を持たれているので驚きました。先日は総務

省に頼まれて、副大臣にも講演しました。

世の中の人が皆「どうも様子がオカシイぞ」と

思うようになって、失敗の見方を変えないと日本

社会は立ち行かないのではないかと、ようやく気

がつきはじめたような気がします。

失敗学がこのように展開してしまったので、私

一人では対応しきれないことと、情報交換の場が

欲しかったことから、昨年の暮れに「失敗学会」

を作りました。すでに個人会員が約300人ほど、

法人会員が30～40社程度になっています。

情報の世界から見た時代の変化

小出 ＮＨＫの番組の「プロジェクトＸ」は、
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まさに失敗をどうやって克服してきたかという話

です。それをなし遂げた技術者が出てきて、番組

の中では涙が出る場面もありますが、それが視聴

者に受けています。

今、失敗学が注目されていることと、かなりの

共通部分があると思います。

畑村 多分、同じことではないですか。

小出 背景は一緒だと思いますね。今までは皆

が、技術を完成品でしか見ず、そのプロセスにつ

いては全然関心がありませんでした。しかし、い

ろいろな事件や事故を通じて、技術に欠陥がある

とすればそれはプロセスに問題があるのではない

かと、薄々感じ出したというところに大きな時代

の変化があると思います。

プロセスに一体何があって破綻の事態に至って

しまったのか、それを知りたいということです。

そして、プロセスの技術的な破綻の結果として、

事件や事故があるということが見え出したと思い

ます。

私は情報の仕事をしていますので、この分野の

失敗を少しお話したいと思います。

１月５日に、長野県安曇村で自動車が雪崩れに

埋まってしまう事件がありました。幸い死者は出

ませんでしたが、あの道路は村の奥の温泉地へ続

く生活道路で、住民への影響を考えると、通行止

めの決断がなかなかできなかったのです。

通行止めは気象情報その他いろいろな事情を勘

案して地元の責任者が決めるわけですが、情報を

きちんと評価できなかったことが事故につながっ

ています。

同じ日に、フェリーが秋田県男鹿半島の沖合で

漂流しました。一晩漂流して、船酔いの人がたく

さん出たようですが、幸いこれも人命が損なわれ

ることはありませんでした。この事故では、フェ

リーの状況が、長時間乗客に伝えられなかった。

情報伝達における失敗があったと思います。

数年前に東京都内で雪が降って電車がほとんど

止まってしまったことがありました。私は私鉄に

乗っていましたが、途中で電車が止まってしまい

ました。車掌は、「架線に雪がついて停電してい



とになるのでしょうが、私はちょっと違うと考え

ています。

いろいろな生産現場で、管理するというと、ど

こでも膨大なチェックリストをつくって、定期的

にチェックリストに従って全部点検するというこ

とをします。

北森 「はい、よしよし」と。

畑村 チェックリストにレ点をつけるので、

「ペケペケ」というのです。それで、ペケペケを

つけていれば管理しているということになってい

ます。その結果、そもそも何のためにチェックを

するのか、チェックから漏れたら何が起こるのか

などを、頭の中でイメージしながら仕事をしてい

ません。

小出 むしろそういうことをしないで済む方向

にどんどん進んできたわけですね。余計な要素が

入ると、かえって故障や事故のもとになると思っ

て。

畑村 だから、そういうものを排除して、だれ

がやっても一定のクオリティを維持できる、チェ

ックリストによる点検が行われてきました。私は

だからこそ、あの事故が起きたと思っています。

むしろ管理がきっちりできているところほど事故

が起こると考えたほうがいいのです。

小出 ペケペケと同時に、プロフェッショナル

がいなくなってしまい、「これがあやしい」とい

うことが仮に見つかっても、対応ができなくなっ

たという状況もあります。

かつて、パイロットから聞いた話ですが、どん

どん自動化が進んで、「何か起こっても手を出す

な」と言われているそうです。その結果、トラブ

ルに対応できるプロがどんどんいなくなってしま

ったということです。

安全・防災には逆演算の考え方が必要

北森 話の方向を少し変えたいと思いますが、

畑村さんの失敗学は失敗をなくそうとするもので

あることは間違いないわけですね。
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ます。しばらくお待ちください」と10分おきぐ

らいにアナウンスしましたが、乗客が知りたいの

はいつ動くかということです。しかし、そういう

情報は流されず、乗客はイライラしました。

ところが、携帯電話が普及しはじめころだった

ので、携帯で自宅や会社に電話する人が出てきま

す。その結果、「ＮＨＫニュースでは、ほとんど

動く見通しがないと言っている」というような情

報が乗客から乗り合わせた人々に伝わりました。

そこは一駅歩くと別の私鉄に乗り換えられるとこ

ろでした。そちらに迂回して帰れる乗客は、携帯

電話の情報によって、そこまで歩いていく人がい

ました。車掌からの情報は相変わらず「しばらく

お待ちください」の繰り返しでした。

それで、私は「ラジオのニュースをそのまま流

してくれ」と駅員とかけあったのですが、それは

技術的にできないということで、情報伝達の失敗、

配慮がないと感じました。

情報の世界でも、「受け手は結果だけ聞いてい

ればいいのだ」というようなことがずっと行われ

てきました。しかし、そういう「お任せ文化」が

崩れだして、いろいろなメディアによって情報を

得られる時代に変わってきたなかで、人々のなか

に、最終的には自分で意思決定したいという気持

ちが出てきています。その意味で、畑村さんが言

われることと同じような要素が情報の世界にもあ

ると思います。

チェックリストをペケペケする
管理の弱点

畑村 全部同じですよ。

秋田沖のフェリーの機関故障は、ポンプが動か

なくなったようですが、点検もメインテナンスも、

あるいは部品の定期交換など、やるべきことは全

部やっていたはずです。

それでも、大抵の人は「ちゃんと管理をしない

から、ああいうことになるのだ」と言うでしょう。

したがって、さらに管理を徹底して防ぐというこ
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畑村 なくせる失敗はなくしたいと思っていま

す。

学んで実行すればできるようなものを、何も学

ばずに失敗するような愚かなことはよそうとは思

っていますが、失敗学は失敗を防ぐためにあると

は思っていません。

北森 起こった失敗は有効に活用する、これは

当然と考えている……。

畑村 そうです。せっかくやってしまった失敗

だから、しゃぶり尽くそうと。

北森 著書の中で失敗にはいい失敗と悪い失敗

があるとも言っていますね。

畑村 失敗を完全になくそうとすると、すべて

を学び、すべてを経験し、すべての情報を持たな

ければいけないということになります。でも、一

人の人間が処理のできる情報量には限りがありま

すから、完全になくすのは無理です。

人間が成長する段階をみると、幼いころには何

も知らないし、わからないから、子供はだれでも

同じような失敗を一度は経験します。その失敗の

中から学び取って、失敗をしなくなるわけです。

ある人が５歳や10歳のときにやる失敗は、ほか

の人も５歳や10歳のときに経験します。その失

敗を「やってはいけない」と言ったら、その人は

もう成長するなということと同じです。

北森 私が安全問題に関わりだしたのは、本四

架橋工事で異常事態が起こり、その原因の解析に

参加してからです。

安全に関わりだして感じたことは、「安全は経

験に学ぶ分野で、非常に体系化できていない」と

いうことでした。

それで、安全問題をどう体系化するかを常々考

えてきました。そういうこともあって、今日は体

系化についていろいろお伺いしたいと思っていま

した。

畑村 今までの一般の考え方は、順番にこうや

ってああやってと順方向に考えて、これでよしと

していたと思います。

北森 いい方向に、プラスを作るものだと。

畑村 プラス側に全部作っていくために一つ一

つの事象を順番に考えて、それで全部落ち度がな

いように、すべての場合をやり尽くすという順方

向の演算で行っていました。

しかし、失敗や安全・防災を考えるときは、逆

演算でなければだめだと思います。大きな事故や

災害が起こるとしたら、どういう脈略があるのか。

事故が起こる前の段階では何があるのだろうか、

さらにその前の段階には何があるのだろうかと考

え尽くしていくと、順方向の考えでは抜けていた

ものがきれいに出てきます。

北森 それはＦＴＡ（Fault Tree Analysis）や

ＦＭＥＡ（Failure Mode and Effects Analysis）な

どの解析法とどう違うのですか。

畑村 基本的には同じですが、そういう解析は

逆演算ではないですね。順演算をそこに当てはめ

ているだけです。

北森 そうですね。仮定した異常事態に対する

ことしか考えていないですからね。

畑村 私が言っているのは、結果を最初に持っ

てきて、その結果に至る脈略を遡って考えてごら

んなさいということです。

北森 例えば、物を作るときに、「こういうス

ペックを満たして作れば成功」ということは明確

に示せますが、そこで、あえて「論理的ノット

（not）」をとると、さまざまなケースが出てきます。

言われたことはそれと同じだという気がします。

畑村 同じです。「ノット」をとればいいので

す。ただ、そのたぐり方が、順方向にたぐっては

だめで、結果の方からたぐり直しなさいというこ

とです

小出 そういう発想のもとは、勘みたいなもの

ですか。それとも……。

畑村 それは勘ではなくて、論理です。

北森 まさに論理ですよ。

あいまい理論がはやったことがありますが、あ

いまいでない、明白だということをまず考えて、

それの「ノット」をとると、いろいろなあいまい

が出てきます。

「異常」というのも、まず「正常」を考えて、

その「ノット」をとるといろいろな異常が出てき



しなことがあるわけがないと、根拠もなくみんな

信じていました。ところが、現実にはそうではな

かったわけです。

北森 工学などでもそうで、十分性で物事が運

ばれて、「こうやってうまく動いたから、それで

いいのだ」ということで、必要性ということがあ

まり吟味されていないような気がします。

データベースは
「改ざん、ねつ造」大歓迎

北森 『失敗学のすすめ』には、失敗事例のデ

ータベース、失敗博物館について書いてあります

が、それについて教えてください。

畑村 データベースは大事だと思います。でも、

本当にみんなが活かして使うためのポイントは、

数をたくさん持つことではなく、代表的な脈略を

知ることです。

１人が知っていれば十分な失敗事例は、最大で

も 300、１つの組織でみんなで共有するなら30ぐ

らいで、それ以上は覚えられないと思います。

北森 そこまで煮詰めてくれる研究者が必要で

すね。

畑村 分野ごとに、きっちり学んでいる人がい

て、「これがエッセンスだ」と言ってくれると、

ものすごくよく活かせますから、事例の解析は大

事です。

例えば、2000年11月に、オーストリアでスキ

ー客を乗せた登山電車がトンネル内で燃えた事故

がありました。また、1973年に北陸トンネルの中

で列車が燃えた事故がありました。これらの事故

の共通性は何か、またそこから学ぶことは何か、

言葉と絵にして表出することがすごく大事です

が、全くされていません。

ＪＲは、北陸トンネル事故のあと、従来の｢何

か緊急事態があったら列車を止めろ｣というマニ

ュアルを、「トンネルの中で火事が起こっても突

っ走れ」と変更しました。北陸トンネル事故の際、

一酸化炭素中毒で多数の死者が出たためです。
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ますが、それに近い話だと思います。

小出 現実の問題として、逆方向に物を考える

方法がなぜやりにくいのかを考えるのが重要だ

と思いますが、いかがでしょう。

畑村 一つは、「逆演算が一番大事だよ」と言

ってくれれば、「ああ、そうか」とわかるのに、

そういう言葉ではっきり言う人が今までいなか

ったということだと思います。

哲学者も科学者・技術者もいろいろな人が大

勢いますが、なぜそんな大事なことを今まで言

わなかったのかと、不思議に思います。

小出 なぜそういう哲学が生まれにくかったの

でしょうか。

畑村 自前でやらなくても、まねをしてうまく

いっているうちは、そういう考えは出てこない

ということでしょう。

小出 先ほどドイツの話をされましたが、ドイ

ツではそういう教育をしているのですか。

畑村 システマティックに教育をしているかど

うかわかりませんが、そういう本はあります。

ですから、そういうことが本当に必要だと思う

人がいて、伝えようとしているのは確かです。

小出 日本では、科学や技術はすごいものだ、

素人がガヤガヤ言うものではないという雰囲気

がありますから、疑ってみるという意識はなか

なか出てこないのですね。

医療の世界などはまさにそうで、そんなおか

小
出
五
郎
氏
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これは鉄道の考え方からは大革命ですが、そこ

で学んだトンネル内での煙による死亡事故の教訓

はほかでは生かされていません。トンネルの工事

現場に行ってみると、「風の吹いてくる向きに逃

げろ」と、トンネル火災に対する作業員教育をし

ているところはあまりないようです。ということ

は、また同じことが起これば同じように死者が出

ます。

ですから、いくつかの事例でいいから、徹底的

に学んで、それを現場で生かすべきで、初めてト

ンネルに入る作業員に、「風上に逃げろ」と教え

る、そういう文化を作るべきです。

小出 いろいろな経験がほとんど個人の財産と

いう形でしか継承されない。文化的な継承がかけ

ているということですね。

畑村さんの講演などに、損保や行政の人などが

来るというのは、光明が見えてきたということに

なるかもしれませんが。

畑村 本当に光明が見えている感じがします。

北森 畑村さんの本には「知識化」という言葉

があって、相当ページを割いています。あの方法

をうまく運用したらいいと思いますが。

畑村 失敗を生かすには、誰が見ても理解でき

るように記述する必要があります。いろいろ試行

錯誤して見えてきたのは、シナリオ、脈略と言っ

てもいいし、失敗の構造性と言ってもいいのです

が、人的な原因があって、その次に人間の行動が

あって、そして結果が出てくるという、「原因、

行動、結果」の３段階、そういう記述方法がいい

ということです。

この２年間、この失敗知識をデータベース化し

ようと、機械、材料、化学、建設の４分野の失敗

例を記述するところから始めて、どうすれば理解

できるか、どうすれば整理・検索ができるのか議

論をしながら、本当に使えるものにしようと努力

しています。

それぞれの分野の人がその分野の失敗を検索で

きるというだけでなく、他の分野の失敗も自分の

分野に生かせるようにしようと考えています。

ですから、まず検索ができて、次に、検索して

出てきたものが理解ができるという構造性を持っ

ていることが必要です。

それで大体見えてきたのは、簡単な絵で示す、

あるいは簡単な言葉の羅列で表現するということ

です。言葉は文章にしないで、横軸を時間、縦軸

をステップと考えて、言葉を対角線に並べます。

そうすると、見た途端に頭の中

でイメージできます。

たとえば、化学分野の人たち

は逆樹木で書いて、最後は「亀

の子」ですから、機械分野の者

には、「全然わからない」とい

うことになります。でも、化学

分野の人たちは「自分たちはこ

れでないとわからない」と言う

ので、亀の子を最後に描いてい

いけれど、逆樹木は分岐が多く

て頭が痛くなるから、一番大事

な脈略を一つだけ選んで記述し

直してくれと言って、描き直し

てもらったらよくわかるので

す。

この３月末に完成する失敗知
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識のデータベースには、約 800の失敗例がありま

すます。その800例を検索するには、文章では３

日以上かかるのですが、絵にすると １時間ぐら

いで見ることができます。

小出　アメリカのある社会心理学者は「言語情

報で伝わるのは７％、残りはほとんど非言語情報

で伝わっている」と言っています。

情報を分かりやすく、効率よく伝達するという

ことは、失敗の問題だけではなくて、ありとあら

ゆる問題について必要です。

北森 そのデータベースは、３月にどういう形

で出てくるのですか。

畑村 失敗知識を検索できるプロトタイプのデ

ータベースが一般に公開されます。オープンです

から、みんなが自由に使ってみて、それをさらに

使いやすくすることは自分でおやりなさいという

スタンスです。

小出 世の中にはありとあらゆる失敗があるの

で、データベースを充実させるためには、いろい

ろな人がいろいろな形で参加してこないといけま

せんね。その参加についてはどのように考えてい

るのですか。

畑村 それは失敗学会の掲示板かホームページ

にみんなが書き込んで、リナックスと同じように、

意見交換をもとに改良を加えてみんなで作り上げ

ていくものではないでしょうか。

小出 自分の失敗は言いたくないというのは万

国共通の心情ですし、日本は特にその意識が強い

文化の国ですから余計大変で、そういう中で「自

分はそれに参加している」とどう感じさせられる

かがポイントになると思います。日本的な文化を

超えて新しい考え方を持つ必要がありますね。

畑村 自分の失敗でなくても、他人の失敗を書

いてもいいと思います。

さらに、事実でなければいけないと考える必要

もありません。なぜならば、ほどほどに処理がで

きて、表に出しても問題にならないものを「事実」

と言っているのですから。

小出 なるほど。「大失敗」も、「中失敗」ぐら

いになってしまうわけですね。

畑村 真の原因はいろいろあるのに、出しても

ほどほどで済みそうなことを「原因」と称して始

末しています。そうでないとみんなが生きていら

れないから、仕方なしにそうしているのですから、

それから先はあまり深追いするのはよそうという

ことです。

「失敗」のデータベースは、「改ざん、ねつ造、

大歓迎」と言っています。「事実」でないから書

けないという言い訳を許さないために、「うそで

もいいから書き込め、空欄にするな」と言ってい

ます。

コストパフォーマンスも必要　
完璧主義は止めよう

北森 まだ失敗は起こっていないけれど、あれ

は危ないという隠れた失敗もいっぱいあるでしょ

う。これらを見つけ出して予防しなければならな

いと思いますが、どうしたらいいのでしょう。

畑村 いや、必ずしも見つけ出さなくてもいい

のではないですか。見つけ出さなければいけない

というのは完璧主義です。予防したほうが望まし

いというところまではいいのですが、予防しなけ

ればいけないということはないし、それを把握す

るのにエネルギーを注入し尽くしていいのかとい

うと、そんなことはないと思います。

北森 隠れた失敗を意識的に残すことはないと

思いますが。

小出 洪水を防ぐために堤防を果てしなく高く

するというのと同じことですね。

畑村 同じことですよ。コストパフォーマンス

がなければいけないと思います。

小出 情報を伝えるという我々の仕事では、フ

ァクト、タイミング、伝え方とか表現の仕方、そ

して、受け手の状況と４つぐらいの要素があって、

関係者はそれぞれに苦労し失敗を重ねているわけ

です。

例えば、タイミングということで言うと、裏番

組が巨人・阪神戦だったので、非常に重要なテー
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マにもかかわらず、一人も見てくれなかったとい

うようなことが起きます。

それから、事実そのものの探り方がいい加減だ

ったとか、表現の仕方が違っていたとか、それで

はもちろん情報はきちんと伝わらない。

そういう失敗は全部個人の財産として蓄積され

て、なかなか一般化されません。それが日本の文

化と言えるのかもしれませんが、なかなか突破で

きない壁になっています。

こういう文化を変えるということは極めて重要

ですが、逆に言うと、日本文化の中で物を考えな

ければいけないともいえると思います。

データベースも、長い歴史のある日本の文化と

無縁ではあり得ないと思うのです。

北森 表現が難しいということですか。

小出 いや、「失敗」と言った途端に、日本人

は心理的な壁を作ってしまう傾向があるというこ

とです。とにかく減点法の世の中ですから。

北森 畑村さんの本には、「重役になれそうな

人が失敗を隠す」ということも書いてありました

ね。減点法で、発表できないと。

小出 日本の社会には「みんな一緒」という雰

囲気がありますが、これは経験を共有しやすいと

考えることもできます。そのよい面を生かしつつ、

新しい仕組みができてもよいと思います。

畑村 私は、以心伝心とか、何となく雰囲気で

わかってしまうという日本のよさの中で、それを

生かそうということとは全く違うことが起こり始

めていると思います。つまり、今まで言葉にしな

かった、表現しなかったとことを、嫌でも表現せ

ざるを得なくなる時期に来ているのではないかと

思います。

日本の文化そのものが、ガラリと変わるという

ことではないと思いますが、嫌でも一皮むけなけ

ればいけないという、そういう変化が起こってい

るという気がします。

小出 以心伝心ということではないのですが、

育ち方の問題がかかわっていると思います。ファ

ミリーカルチャー、あるいは学校教育の場で、ど

ういうことを基本的に教えるか学ぶかを考えてい

かないと、最終的には構築されない問題でもある

と思います。

北森 先ほど心象風景と言われましたが、今の

学生を見ていると、ますます伝わらなくなってい

るという気がしてしょうがないですね。

畑村 これからますます伝わらなくなるように

も思いますが、私は別の視点もあると思います。

というのは、ほかの人の手助けになることが自

分の一番の喜びだと思うような人たちがでてきて

いて、そういう人たちは喜んで現場に行くし、体

を動かすし、ものを本当に考えるということをし

ています。

1990年代が萌芽期で、2015～2020年ぐらいま

でには、自分で行動をして、自分なりに感じたり

考えたりした人でないと物事を経験したことにな

らないと、みんなが思うような時が来るのだろう

と思います。そういう時にこそ、この失敗学で言

っていることをごく当たり前にみんなが考えはじ

めるという気がします。

小出 まさに大賛成ですが、日本人のリスク観

は、1995年のサリン事件と阪神大震災によって大

きく変わりました。それまでは「いろいろなこと

が世の中で起きるだろうが、自分には起きないだ

ろう」と考える人が多かったのですが、もしかす

ると自分の身にも起きるかもしれないと考えるよ

うになりました。

日本は安全の国だと根拠なしに信じていました

が、実はそうではないということがわかってしま

ったわけです。そういう意識の変化が大きな底流

になってきていることは間違いないですね。

しかし、若者の代表である大学の学生を見ると

おおむね平和ボケというかポーッとしていて、失

敗にも成功にも無関心になっています。その人口

は無視できません。ですから、ある意味では大変

な激動期を迎えていて、今は両極端の若者が並立

するという時代で、これからどうなるのだろうか

と心配もあります。
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体を動かし、頭を使って実感すること
が大切

北森 話は少し戻りますが、「失敗学」のネー

ミングについてお聞きしたいと思います。

「失敗学」というのは、失敗してはいけないか

ら、失敗を避けようということで、「防失敗学」

という意味だととらえてしまっていいのでしょうか。

私は最初、「失敗学」というと、「失敗のすすめ」

のような気がしました。

畑村 「学」をとってしまって、「先生の『失

敗のすすめ』ってすごいね」と言う人もいます。

北森 軽い失敗はしろとか体験学習ということ

が書いてあって。

畑村 今までのチェックシートで管理する、順

方向の手法は、外で起こっていることを脳のどこ

かに転写したところまででおしまいです。

動くということ、事が起こるということ、フィ

ードバックがかかるということ、そういうグルッ

と回るシステムを一人一人が体を動かし、頭の中

に作ることが大事なのです。

そういう体感・実感を持とうとする人たちが世

の中に出てくれば、だれかが決めたことを上手に

守っていればよかったこの50年間の日本とは違

う日本が出来るのです。

“何のための「学」”などと言わなくてよくて、

失敗そのものを理解するという考え方を言ってい

るだけです。失敗そのものが研究の対象であって、

失敗は防いだほうがいいけれども、別に防ぐため

に勉強するわけではないのです。

北森 そこはわかりました。しかし、工学の教

育現場にいる者としては、教えなければいけない

知識はどんどん増えていきます。

大学院まで含めても教育時間が足りない中で、

それをどのように解決すれば、日本が技術立国と

してやっていけるのだろうかと考えるのですが。

畑村 それはすごく簡単で、全部教えようなど

と考えなければいいのです。大事なものだけをい

くつか教えて、あとは知りたくなったら自分で勉

強しろで十分ですよ。

北森 その大事なものという部分が体験だとい

うことですか。

畑村 体験だけではありませんが、考え方の根

本では「知りたくなる」人を作らなければだめです。

北森 そろそろ時間ですが、小出さん、この座

談会のご感想をお願いします。

小出 私は「失敗学」は、「失敗」と「学」と

いう、ミスマッチがあってすごくいいネーミング

だと思います。だから、逆にいろいろなイメージ

が出てきます。

「失敗学」で提起されている問題が世の中に広

まっていくということは、世の中もそれを受ける

時代になってきているということだと強く感じま

す。逆演算という物の考え方が日本の制度の中に、

行政や企業や様々な組織の中に入っていくように

なったらいいと思います。

ただ、現状では、こういう議論を活発にできる

場は少ないと思いますから、小さい集団で終わら

ないで、広くあちこちで議論できる状況をどうや

って作っていくかということが、課題として残っ

たような気がします。

北森 「失敗学」というのは、世間で言われて

いるよりは非常に地道な活動だということがはっ

きりしましたし、その体系化については同感で、

一緒に考えたいと思いました。

どうも有り難うございました。

北
森
俊
行
氏
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１．はじめに

火災時の燃焼によって生じる煙は、人体に対

する毒性被害や避難時に視界を減少させる障害

を与える。煙はさらに、その「すす」の粒子が

物に付着して、物理的、化学的影響を及ぼす。

燃焼で生成される煙・ガスの人体への毒性影響

は、火災時の安全の重要な課題として日本だけ

ではなく世界的に広く取り上げられてきており、

種々の材料の燃焼時に発生するガスの毒性評価

の国際標準化機構によるISO規格が作成されてい

る（１、（２。

一方、煙が物質に与える損害については、煙

よしだこういち／独立行政法人海上技術安全研究所
研究統括副主幹

ガスや粒子による腐食と電気的障害（短絡、断線

等）が考えられ、材料の燃焼から生じる腐食及び

電気的影響を評価する手法が研究・開発されてい

る。さらに最近は、火災時に発生する煙やガス及

び消火のために使用された水や消火剤の環境への

影響が議論されている。

本稿では、これらの煙・ガスによる物的影響及

び損害について、その評価方法の世界的動向を中

心に述べてみたい。

２．煙の物的影響

１）火災の様相

火災の発生から終えんまでは、大きく５つの段

階に分類される。すなわち、着火期、火災発達期、

火災で発生する煙による物的損害について
吉田公一＊



これ以降は火炎及び煙の影響が火災発生場所の外

に及ぶ。

(4) 盛火期

フラッシュオーバ後の空間内の燃焼は、供給さ

れる空気（酸素）に支配され、この供給が充分で

あれば高温の燃焼が持続する。この空間内では、

煙粒子（多くはすす）は燃焼してCO２等のガス

となるため、煙の発生が減少することがある。

(5) 衰退期

可燃物が燃え尽きて、空間内の燃焼が衰退す

る。

２）煙粒子の物質への影響

煙粒子は一般に、小さな水滴や炭素粒子（すす）

の周りに種々の燃焼生成物質が付着したものであ

り、その性状や他の物質に与える作用は、燃焼す

る物質、燃焼状況（熱、温度、酸素量等）によっ

て異なる。同じ物質が火災で燃焼する場合でも、

先に示した火災の各段階によって、発生する煙の

性状は異なる。また、各火災段階でも、酸素の供

給量によって完全燃焼するか不完全燃焼するかは

異なり、生じる煙・ガスも異なる。

煙粒子が物質に付着することによって生じる影

響は、(1)汚れ等の外観の損害、(2)臭いの付着等

の被害、(3)腐食等の化学作用、に分類できよう。

(1) 煙による汚れ

煙による汚れ等の外観の損害の程度は、煙の色

にも影響されるが、多くは煙の発生量とその付着

性に依存する。例えば、重油のような油類やプラ

スチックが大気中で自由燃焼するときには、黒く
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フラッシュオーバ、盛火期、衰退期である。

(1) 着火期

何らかのエネルギー源からの熱が可燃物に与え

られて、その可燃物が着火（発火）するまでの期

間が着火期である。エネルギー源としては、たば

この火、マッチの火、電気製品内の過熱、電線の

過熱（漏電、過電流や短絡等によるもの等）、暖

房器具の加熱・転倒・燃料漏れによる燃焼など、

様々である。

着火する物の近傍では温度が高くなるが、空間

内の温度はあまり上昇しない。この期間であって

も、例えばたばこの火によるふとんの燻焼などで

は、多量の煙とガス（一酸化炭素等）が発生し、

重大な脅威となることがある。

(2) 火災発達期

可燃物が火炎を上げて燃焼し始めると、この燃

焼からの熱によってその可燃物の燃焼が拡大し、

さらに他の可燃物への類焼が始まる。この燃焼拡

大が連鎖的に空間内に広がっていく。この段階で

は通常多量の煙とガスが発生し、それらが火災発

生場所以外の空間に広がることがある。発生する

ガスと煙の性状は、燃焼や周囲の温度により様々

である。

(3) フラッシュオーバ

可燃物の燃焼が加速的に広がり空間内の温度が

急激に上昇して可燃物の着火温度を超えると、空

間内でまだ燃えていない可燃物全体がほぼ同時に

着火する時期が来る。この時を一般にフラッシュ

オーバと言っている。この時には、空間に開口が

あるとそこから火炎や煙が噴出することが多い。
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て粘着性のある煙が発生するのが一般的である。

煙の粘着性を評価する方法はまだ確立されていな

い。

材料の燃焼における煙の発生量は、与える熱量、

周囲の酸素濃度などの加熱条件に左右される。煙

は人の視界を阻害するので、発生する煙の視界阻

害性を調べるための、材料の燃焼性状試験方法が

開発されている。この試験方法は、材料の燃焼に

よる煙の発生量を評価する目的でも使用できる。

煙の発生量については、プラスチックに対して特

に関心が高いため、試験方法はISO規格の中では、

プラスチックに関する国際標準に携わっているグ

ループ(TC61)で作成されてきており、火災に際し

て発生する煙の量が少ない材料を判別し、それを

製品に使用する目的で活用されている。その内容

は後述する。

(2) 煙の臭いによる被害

一般に火災の後には、相当の掃除作業を行って

も、いわゆる「火事場臭さ」が残り、その臭いは

なかなか消えない。これは、臭いは極めて微量の

煙粒子からも発散されること、物質に付着した煙

粒子は物質表面の微細な凹凸に入り込んで完璧に

は拭い去ることができないことなど、多くの要因

が起因している。

臭いに関する評価は極めて主観的なものである

ため、基準あるいは標準を定めて評価することは

難しいものと思われる。筆者は臭いに関しては専

門ではないため、ここに多くを記述することはで

きない。

煙を含む空気（燃焼で生成したガスとその周囲

の空気の混合）の温度が室温よりも高いため、

その温度差に起因する浮力によって煙の流動が

起こる。一般に煙は、火災の進展よりも早く建

築物内に伝播することから、実際には火災の火

炎（熱輻射）にさらされなかった場所へも煙が

来ていることが多い。従って、熱輻射にさらさ

れなかった物質、物品へも煙粒子が付着し、火

災臭を残すことが多々ある。

煙の流動を予測するシミュレーションと数値

解析手法はすでに開発され、建築物や旅客船の

居住区域の煙制御措置の有効性の検証に利用さ

れている３）、４）。

(3)煙による腐食等の化学作用

燃焼で発生するガスの中には、ハロゲン化水

素（HCl、HBr、HFなど）、二酸化硫黄(SO２)と

いったガスが含まれていることが多く、これら

のガスが水分に吸収されると腐食性の液体とな

る。煙粒子自体はその核が水粒子であることも

あり、これらのガスが煙粒子に付着していると

煙自体が腐食性を呈することとなる。

建築物などの火災で、コンピュータなどの電

子機器、電話交換装置及び各種の電子制御装置

が、火炎や高温にさらされなかったものの、そ

の中に煙が入り込んで電子回路を腐食し、数日

から数週間後にその影響が現れたということも

ある。従って、これらの電子設備に対する煙及

び燃焼生成ガスの腐食性は、大きな問題となっ

ている。

煙粒子及び燃焼生成ガスの腐食性は大別して、

(a)導体の腐食による断線、(b)プリント基板上の
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２本の導体間に煙粒子が付着して起こす短絡、

(c)電子回路を構成する素子自身を腐食すること

による影響に大別される。これらは単独で起こる

よりも、同時に起こって複合して電子回路に影響

すると考えられる。

国際電気電子技術機構（International Electro-

technical Commission：IEC）では、火災安全に

関する技術委員会TC89を形成して、火災の電

気・電子設備への影響を評価する方法及び耐火性

の指針を作成している。その活動の中で、煙や燃

焼生成ガスの腐食性も重要な課題となっている。

このTC89のIEC国際基準作成については、後述

する。

また、燃焼で生じるガスや煙による腐食性は、

プラスチック材料で顕著であると考えられている

ことから、前述のISO/TC61も、プラスチックが

燃焼する際の腐食性を評価するISO国際規格を作

成している。それらについては以下で述べる。

３．国際規格の動向

燃焼で生成する煙ガスの物質に対する影響を評

価する国際規格は、ISO/TC61（プラスチック）

のSC4（燃焼挙動）、及びIEC/TC89（電気設備の

耐火性）の２つの技術委員会で主に作成されてい

る。

１）ISOの燃焼生成ガスの腐食性試験規格

燃焼で生じるガスは、金属や特に電気製品の回

路を腐食する。この腐食性を調べる試験方法を

ISO/TC61/SC4（プラスチック－燃焼挙動）が策

定した。その概要を表１に示す。これらの試験に

よる結果は、ハロゲンを含む材料が他の材料に比

べて激しい腐食性を発揮することを示した。腐食

石英管の中に試験片を入れ、管の外から電気ヒータで加熱す
る。生じるガスを箱に集め、箱内のプリント基板に当てる。
このプリント基板の電気抵抗値の変化を測定する。

石英管の中に試験片を入れ、管の外から電気ヒータで加熱す
る。生じるガスを連続的にプリント基板に当てて流す。この
プリント基板の電気抵抗値の変化を測定する。

コーンカロリメータ試験(ISO5660-1)の燃焼排気ガスを抽出し
て容器に集め、容器箱内のプリント基板に当てる。このプリ
ント基板の電気抵抗値の変化を測定する。

ISO番号 タイトル 概　要

表１ 燃焼生成ガスの腐食性試験方法

ISO 11907-2

ISO 11907-3

ISO 11907-4

燃焼生成物による腐食性
Part2 静的燃焼試験

燃焼生成物による腐食性
Part3 移動炉による動的燃焼試験

燃焼生成物による腐食性
Part4 円錐形ヒータによる動的燃焼試
験
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る火災危険性評価と試験方法に関する

IEC規格を作成するために1988年に発足

し、以下の内容のIEC規格(Standards)及

び技術仕様書(Technical Specification)を

作成している。

・電気製品及び部品の火災危険性アセ

スメント

・電気製品及び部品の火災危険性に関

する用語の定義

・電気製品及び部品の火災危険性評価

のための試験方法

・電気製品及び部品に適用できる既存の

火災危険性評価のための試験方法のガイド及び

指針

IEC/TC89が作成する規格は主に、IEC60695の

規格番号の下にパート番号を付けた一連の規格と

して作成・発行されている。その中に、腐食性及

び煙に関するパートがある。すなわち、「Part5：

燃焼で発生するガスによる腐食」と「Part6：燃

焼で発生する煙による視界阻害性」である。これ

らのPartでは、燃焼生成物による電気製品内部の

回路の短絡を調べる試験方法(Leakage Current

Test: IEC 60695-5-3)が制定された。

また、煙の視野阻害性については、ASTM E662

を導入した試験規格を作成した(IEC 60695-6-30, 6-

31)、その他の腐食性、毒性及び視野阻害性につ

いては、ISO等の既存の試験方法に関するガイド

とそれらの電気製品・部品への適用性を示した規

格を作成している。表３にこれらのIEC規格とそ

のタイトルを示す。

４．おわりに

火災時に発生する煙や燃焼生成ガスの物的損害

について、火災研究者の立場から、煙の発生量と

それが物質に及ぼす影響を評価する手法を中心に

得ている見地を述べた。損害の度合いは、影響を

受けたものの価値と使途によって左右される。従

って、損害の程度は、物的影響と被害で失われた

価値の双方を考慮する必要がある。この２つの分

野の連携はまだ確立されていないので、将来の課

題であろう。

［参考文献］
１．ISO 13344:1996, Determination of the lethat toxic potency
of fire effluents

２．ISO DIS 13571, Life threat from fires - Guidance on the
estimation of time available for escape using fire data

３．建築物の総合防火設計法第３巻 日本建築センター
４．CFDの防火安全設計法への適用と今後の諸課題 日本
建築学会 2000

表３ IEC 60695における煙・ガスの腐食性及び発煙性に関する規格

Assessment of potential corrosion damage by fire effluent

Part 5-1 General guidance

Part 5-2 Guidance on the selection and use of test methods

Part 5-3 Corrosivity - Leakage current effects of combustion products

Guidance and test methods on the assessment of obscuration hazards of vision 
caused by smoke opacity from electrotechnical products involved in fires

Part 6-1 Smoke opacity - General guidance

Part 6-2 Smoke obscuration - Summary and relevance of test methods

Part 6-30 Determination of smoke opacity Description of the apparatus

Part 6-31 Smoke obscuration - Small scale static test - Materials
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1. はじめに

社会の様々な機能が情報インフラを利用する形

で構築されてくると、情報通信の安全性は単に情

報機器やシステムだけの問題にとどまらず、社会

の中で位置付けられる重要な機能として認識する

必要がでてくる。昨今のインターネットの普及の

拡大は、個人、企業、政府自治体など全ての社会

活動において、情報インフラとしての重要度を増

してきている。

一方でインターネットの利用目的の多様化や利

用者数の増加により、インターネットを介した情

報システムへの不正行為が深刻な被害をもたらす

危険性も拡大している。例えば、パスワードの不

正入手やプログラムのバグ等を利用してシステム

＊おおばやしまさひで／JPCERT/CC
やまがまさひと／JPCERT/CC

に不正に侵入し、データのコピーや改ざんを行う

ことにより、企業機密や取引情報、クレジットカ

ード番号や個人情報等が盗難・悪用されたり、シ

ステムそのものが破壊される危険性がある。

本稿では、情報インフラに対する脅威として

Computer Security Incidentについての概念を整理

する。また、インターネットの基盤維持のために

行われてきている国内外各機関によるセキュリテ

ィ対策活動と、わが国におけるCSIRT(インシデ

ント対応組織 : Computer Security Incident

Response Team)の中心的な活動を担っている

JPCERT/CC (Japan Computer Emergency

Response Team / Coordination Center)の役割など

を紹介する。

2. Computer Security Incident

１）Computer Security Incident とは?

Computer Security Incident と
セキュリティ対策活動

大林正英＊

山賀正人＊



たインシデント報告をそのような視点で分類した

ものである。

(1) スキャン・プローブ (弱点探索)

JPCERT/CCに寄せられるインシデント報告の

約８割が、このタイプのインシデントに分類され

る。これには、

①コンピュータ/サービスなどの弱点探索を意図

したアクセス

②その他の不審なアクセス

などが含まれ、ほとんどの場合、システムのアク

セス権において影響が生じない、または無視でき

るアクセスである。また、ワームなどが感染を試

みたが失敗した、またファイアウォールなどで防

御に成功したといった、「未遂」に終わったアク

セスも含まれる。

ここで注意しなくてはいけないのは、

JPCERT/CCに寄せられた報告のほとんどは、こ

のような実害のないインシデントに関するもので

あるが、そのことがそのまま世の中一般に「実害

あるインシデントは多くない」ということにはつ

ながらないということである。

まずこれらの報告の詳細について解説する。こ

のような実害のないインシデントに関する報告の

半分以上は、海外のサイトからの報告で、「日本

のサイトから不審なアクセスがあるので、その日

本のサイトの管理者に日本語で通知連絡して欲し

い。」というものである。そのような依頼に基づ

き、 JPCERT/CCでは JPNIC(Japan Network

Information Center)やJPRS(Japan Registry Service)

のWhoisデータベース（注１などを用いて該当する

日本のサイト（の管理者）の連絡先を探し、日本

語で通知連絡をする。

多くの場合、そのような通知連絡によって、何

らかのインシデントによって「踏み台」にされて

いたことに管理者が気づき、対応することで、被

害の拡大を防いでいる。

一方、JPCERT/CCから通知連絡を受けた日本

のサイトからは、「踏み台にされていたようです。」

といった簡単な状況説明はいただけるものの、詳

細な報告をいただけることが極めて少ないため、
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Computer Security Incidentとは、コンピュータ

セキュリティに関係する人為的事象で、意図的お

よび偶発的なもの（その疑いがある場合）を含む。

例えば、リソースの不正使用、サービスの妨害行

為、データの破壊、意図しない情報の開示や、更

にそれらに至るための行為（事象）などがある。

このような事象を表す用語として、一般的には

「不正アクセス」という言葉が使われている。し

かし「不正アクセス」には、実害を伴わないスキ

ャンやプローブといった弱点探索が含まれないこ

とが、「不正アクセス禁止法」によって定義され

ている。また「不正」という言葉は、「悪意のあ

る」や「正常でない」といった様々な意味を含ん

で使われることがある。

そこで、JPCERT/CCのようなセキュリティ関

連組織では、曖昧な意味で使われることのある

「不正アクセス」ではなく、「Computer Security

Incident（以降、インシデント）」という用語を用

いるのが一般的である。この用語はRFC(Request

For Comments)の文書１）に用いられるなど、世界

的に広く使われている用語である。

２）インシデントの種類と現状

JPCERT/CCでは、ご報告いただいたインシデ

ント関連情報（以降、インシデント報告）を報告

者の視点から、どういった被害や影響を受けたか

というポイントで分類している。図１は、2002年

１月から12月の１年間にJPCERT/CCが受け付け

図１　インシデント報告の分類と件数（2002年）
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問題となっている日本のサイトにおける状況が

JPCERT/CCの統計情報には反映されにくい。

このような事実を鑑みると、JPCERT/CCに寄

せられたインシデント報告自体は実害のないイン

シデントに関するものであっても、その裏には、

「より深刻なインシデント」が「日本のサイト」

で起こっている可能性があるのだ。

(2) 侵入/踏み台

これは、（サーバの）管理者権限の盗用などを

含む、コンピュータシステムへの侵入行為であ

る。

このような侵入行為は、既に公に知られたソフ

トウェアの脆弱性（vulnerability: セキュリティ上

の弱点）が悪用されて起こる場合が極めて多いの

で、使用しているOSやソフトウェアのベンダが

提供している情報を適宜参照して、修正プログラ

ムを適用するなどの適切な対策を取ることが推奨

される。

「侵入」後に攻撃者が行なった操作としては、

以下のようなものがある。

①当該サイトを経由した他サイトへのアクセス

（ワームを含む）

②システムの改ざん（ファイルの置き換え、ログ

の消去、Webページの改ざんなど）

③DDoS（分散型サービス運用妨害: 後述）ツー

ルの設置

④サーバプログラムのインストール（バックドア

の設置など）

⑤ネットワークの傍受

特にワームは、侵入後、当該サイトを踏み台に

し、他のサイトへの侵入を試みるといった一連の

処理をプログラムによって自動的に行なうため、

被害の拡大が飛躍的に高速になる。

一般的に、攻撃者は侵入に成功すると、侵入の

痕跡を隠ぺいするとともに、バックドアと呼ばれ

る「裏口」を設置し、遠隔からそのコンピュータ

を自由に制御できるようにするといった操作を行

なう。また、かつてはそのような一連の操作は一

つ一つ手動で行なわれることが多かったのだが、

現在ではそれらの処理をrootkitと呼ばれるソフト

ウェアパッケージによって、ほぼ自動的に行なう

ことができるようになっている。更に侵入の痕跡

を隠蔽する方法が極めて巧妙になってきているた

め、管理者などが侵入されていることに全く気が

つかないまま放置されている場合も多々ある。

rootkitによる改ざんを含め、システムの改ざん

を検知するためのツールとしてはTripwire（注２な

どが広く用いられている。このようなツールを使

って、システムに何らかの改ざんが行なわれてい

ないかどうかを適宜確認することが推奨される。

(3) メールアドレス詐称

これは、メールの送信元アドレスなどを勝手に

自サイトのアドレスと詐称されてしまうインシデ

ントである。このようなインシデントの結果とし

ては、迷惑メールの送信元と偽られて苦情のメー

ルが送られてきたり、宛先不明のメールがエラー

メールとして送られてくる可能性がある。特にエ

ラーメールなどが大量に送付されてくることで、

計算機資源やネットワーク資源の浪費という被害

につながる場合もある。

このような送信元を詐称したメールは、自サイ

トとは全く関係のない第三者のサイトから勝手に

送信されるため、自サイト側で直接このインシデ

ントに対処するための技術的な方法はない。

可能な対策として、もしこのような被害を受け

ることがあっても、他に運用しているサービスな

どに影響が出ないようなシステムの設計や運用方

法を取ることが推奨されている。

(4) サービス運用妨害(DoS: Denial of Services)

これは、大量の（不要な）ネットワーク通信を

行なうことで、ネットワーク資源を浪費させたり、

サーバプログラムの弱点を悪用してサービス自体

を停止させるといった、サイトのネットワーク運

用やサービス運用を妨害するものである。

また、ワームなどによる感染の試みが一度に大

量に行なわれることで、ネットワーク通信自体が

不能に陥ってしまったり、またルータなどのネッ

トワーク機器が停止してしまうような事象も、こ

の「サービス運用妨害」に含まれる。

更に攻撃者が多数のコンピュータに侵入して、



そこに攻撃用のツールを設置し、遠隔からの操作

でそれらの多数のコンピュータから一斉に特定の

サイトを攻撃するといった「分散型サービス運用

妨害(DDoS: Distributed Denial of Services)」によ

る被害も報告されている。

これらの攻撃のうち、ネットワーク資源の浪費

による攻撃は、フィルタリング機能などを使って

防ぐことができる場合もあるが、多くの場合、完

全に防ぐ方法はない。

しかし、サーバプログラムやネットワーク機器

を停止させてしまう攻撃については、ソフトウェ

アの更新などで防げる場合が多いので、使用して

いるサーバプログラムやネットワーク機器のベン

ダが提供している情報を適宜参照して、適切な対

策を取ることが推奨される。

(5) その他

上記(1)から(4)に含まれないインシデントで、

例えば、ウィルスメールや迷惑メールが送信され

てきたといった報告が含まれる。

注１：JPNIC Whois …http://www.nic.ad.jp/ja/whois/
JPRS Whois …http://whois.jprs.jp/

注２：商用版…http://www.tripwire.co.jp/
無償版…http://www.tripwire.org/

３　セキュリティ対策活動の経緯

１）「災害対策」としての「インシデントレスポ

ンス」とCSIRT２）

一般に、「コンピュータセキュリティ」につい

て論じられる場合には、「いかにしてインシデン

トの発生を未然に防ぐか」といった事前の防御に

主眼が置かれることが多いと思われる。しかし、

果たしてそれだけで充分なのだろうか？

現在、一般に用いられているソフトウェアの多

くはとても複雑に作られている。したがって、開

発者ですら気がつかないようなセキュリティ上の

弱点が何かのきっかけで新たに見つかる可能性も

ある。つまり、使用しているソフトウェアのセキ

ュリティ関連情報を注意深く収集して既知の脆弱

性に対する防御策を「完璧」に講じていても、公
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になっていない未知の脆弱性を使ったインシデン

トが「絶対に発生しない」とは言えないのであ

る。

インシデントレスポンスとは、文字通り「発生

してしまったインシデントに対する対応 (レスポ

ンス)」を意味する。例えば、発生したインシデ

ントの原因の追究や分析、被害を受けたシステム

の復旧、再発の防止、関係するサイトとの連絡や

調整などが含まれる。このようなインシデントレ

スポンスを専門に行なう組織がCSIRT(Comupter

Security Incident Response Team)である。

なお、CSIRTが提供するサービス内容は組織に

よって異なる。例えば、実際にエンジニアがシス

テムの復旧作業を行なうようなCSIRTもあるが、

その一方、技術的なアドバイスをするだけの

CSIRTもある。

CSIRTの国際フォーラムであるFIRST(Forum of

Incident Response and Security Teams: 詳細は後

述)には2003年２月現在、世界中から100を超える

CSIRTが加盟しており、その種類は多岐に渡って

いる。JPCERT/CCのように、国などの「地域」

をターゲットに活動しているCSIRTもあれば、銀

行やベンダ、大学や研究機関などインターネット

を利用している様々な組織の中に設置された

CSIRTもある。特に欧米では多くの企業や大学が

内部にCSIRTを構築し、自組織やその顧客に関連

したインシデントに対応している。

そのような「組織内」に設置されたCSIRTには

「災害対策」といった側面がある。

先ほども述べたように、インシデントはどんな

に堅牢に守っていても絶対に発生しないとは言え

ない。また、攻撃先がランダムに選ばれる場合が

多いという事実を鑑みれば、インシデントとは、

自然災害と同じように、いつ、どれくらいの規模

で発生するかを完璧には予測できないものだとい

う認識が必要になってくることは明らかである。

自然災害に対して「災害対策本部」が置かれるの

と同様に、インシデントに対しても対応を行なう

組織が必要なのである。また、このような組織が

行なう対応手順を「事前に」明確にしておくことで、
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同じ被害の再発を防止できるだけでなく、更なる

被害の拡大を抑えることにもつながるのである。

２）CERT/CC（http://www.cert.org/）

アメリカでは、1988年に発生したインターネッ

ト・ワーム事件を契機にして、国家安全保障局

(National Security Agency) 、国防総省高等研究計

画局(DARPA)の関係者や、カーネギメロン大学、

マサチューセッツ工科大学といったアメリカの主

要大学の関係者が、ネットワーク発生している問

題を分析し、ネットワークを復旧するための解決

策を見つけるための活動を開始した。その結果、

インターネット上のセキュリティ問題に対応する

窓口として CERT/CC (Computer Emergency

Response Team / Coordination Center)が設立され

ることになった。これにより、不正アクセスに遭

遇した人々の相談窓口が、ようやく設置されるこ

とになった。これが世界で最初のCSIRTである。

設立された当初は、不正アクセスの形態把握や

実際の対処について暗中模索であったこともあ

り、不正アクセスに関する情報提供や、ベンダ等

の行っている対応策などに関するあらゆる情報を

収集することが、最も重要な任務と位置付けられ

ていた。CERT/CCの守備範囲をめぐっては、

①ひとつのCSIRTによって全米をカバーするべき

なのか、

②それとも、複数のCSIRTの新設を促して協調し

た活動を取るべきなのか

について、多くの議論が交わされている。

結果、不正アクセス対策を広く一般に普

及させるためには、プロバイダやベンダと

作業分担して技術情報を発信したり、関係

者間の調整を司る機関の設置が有効である

ことが確認されるようになった。このため、

CERT/CCは「コーディネーションセンタ

ー」として、CSIRTの立ち上がりを援助し、

不正アクセス対策活動においては分散協調

型の対応を採るようになって行った。

３）FIRST（http://www.first.org/）

こうした議論と払われた労力の結果、CSIRTの

ためのフォーラムであるFIRST (Forum of Incident

Response and Security Teams)が、1990年に設立さ

れた。

FIRSTでは、各国CSIRTのエンジニア達が集ま

って、過去数ヶ月間に見られた攻撃の動向などに

ついて、情報を交換をするための会合が開催され

ている。各地域のCSIRTからの参加者は、こうし

た情報を収集したのちに、担当地域にこれらの情

報を持ち帰って問題の対処に役立てている。

CS IRTは、みな、地域の代表のような意識

(constituency mind)をもって、CSIRTのサービス

を受ける利用者とともに活動をしている。

また、CSIRTのあるチームが新しい弱点や攻撃

方法を知り得た場合、これらの情報はFIRSTの提

供する情報共有手段を活用して他のチームにも共

有される。その結果、各チームが最新状況を認識

し、新たな問題を警戒することができるようにな

った。また、弱点を確認していく段階で技術勧告

文書(Advisory)を発行して、関係者に問題点と防

衛手段を警告するとともに、この技術勧告文書の

共有が行われる。

以上がFIRSTの設立経緯であり、関係者の多く

は、現在も分散協調関係のコンセプトには大きな

意義があるとしている。CERT/CCが分散協調的

なアプローチを選択した理由には、地理的な生活

時間帯の相違による問題や、各国の法律や制度の

（件）
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図２　インシデント報告件数の推移
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相違もある（母国語への翻訳問題もある）。例え

ば、アジア地域を含めて世界各国にCSIRTは存在

しているし、一方、アメリカの国防総省内には、

陸軍、海軍、空軍にそれぞれにCSIRTの機能を有

している（官公庁関係のCSIRTだけでも数十カ所

存在する）。特に昨今では、インターネット上で

発生するインシデントに対応することを目的とし

たCSIRTが、世界各国で次々と設立されている。

４）JPCERT/CC の役割

図２は、JPCERT/CCがサービスを開始した

1996年10月以降、日本国内外のインターネットユ

ーザ（管理者を含む）から寄せられたインシデン

ト報告の件数の推移である。

ここでいう「件数」とは、メールやFAXで

JPCERT/CCに寄せられた報告の数であり、実際

のインシデント発生件数や被害件数を示す数値で

も、それらの数値を類推できるような数値でもな

い。

また１件の報告に複数のインシデントが含まれ

ることもある。これらの統計情報は、四半期ごと

にインターネット上で公開（注３している。

図2 によるとJPCERT/CCに寄せられたインシ

デント報告は、2001年までは増加傾向で推移して

いたが、2002年には急激に減少している。これに

は様々な理由が考えられるが、2002年２月に

JPCERT/CCがWebを通じて行なったアンケート

調査（注４によると、「セキュリティポリシー等の制

約で情報を出しにくいから」という理由があるこ

とが分かった。この結果はJPCERT/CCにとって

衝撃的なものである。

JPCERT/CCは設立以来、「セキュリティポリシ

ーを明確にして、情報管理を徹底しましょう。」

と啓発し続けてきたのだが、そのようにセキュリ

ティポリシーを明確にしたことでJPCERT/CCへ

のインシデント報告が減ってしまったのは、とて

も残念なことである。しかしながら、本来のセキ

ュリティポリシーのあり方として、インシデント

発生時には、(JPCERT/CC のような)公的機関へ

の報告届出という項目が含まれているということ

を忘れてはいけない。

注３ http://www.jpcert.or.jp/pr/
注４ http://www.jpcert.or.jp/pr/2002/pr020004.pdf

http://www.jpcert.or.jp/pr/2002/pr020005.pdf

４　おわりに

JPCERT/CCへの報告は、同様の被害を受けて

対応に苦慮されている方に対して、対応方法をア

ドバイスする際の重要な参考資料として使われ

る。また、報告が数多く蓄積されることで、

JPCERT/CCから広く一般に公開される技術情報

の「情報源」になり、その公開された情報により、

（２次被害などの）被害の拡大を防ぐことにもつ

ながるのである。

また、JPCERT/CCに寄せられた個別の情報(固

有名詞などサイトが特定される可能性のあるいか

なる情報 ) は、報告者の明確な同意なしに、

JPCERT/CCから外部に出ることは決してない。

安心してJPCERT/CCにインシデント報告を送っ

ていただきたい。なお、JPCERT/CCへのインシ

デント報告の方法および、JPCERT/CCについて

の詳細は、FAQ(Frequently Asked Questions)の形

でそれぞれインターネット上に公開注（５している

ので参照して欲しい。

注５インシデント報告の方法… http://www.jpcert.or.jp/form/
JPCERT/CCについての詳細（JPCERT/CC に関してよ
くある質問と答え）…http://www.jpcert.or.jp/faq.txt

[参考文献]
１）Request for Comments 2350
Expectations for Computer Security Incident 
Response…http://www.ietf.org/rfc/rfc2350.txt

２）技術メモ - コンピュータセキュリティインシデント
への対応…http://www.jpcert.or.jp/ed/2002/ed020002.txt
管理者のためのセキュリティ推進室～インシデントレ
スポンス入門～
… http://www.jpcert.or.jp/magazine/atmarkit/
Computer Security Incident Response Team (CSIRT)
Frequently Asked Questions (FAQ)
…http://www.cert.org/csirts/csirt_faq.html
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１　中国における法的リスクの特徴

「世界の工場」中国への企業の進出ラッシュが

続いている。

今日、法的リスクの回避が企業活動にとって重

要なことはいうまでもなく、その重要性は以前に

も増して大きくなっている。しかしながら、こう

した法的リスクについては、日本国内においても

完全な対応はなかなかできないのが現実であろ

う。

ましてや、中国における法的リスクについて、

これを事前に察知し回避するのは難しく、日本に

おける法的リスクの回避以上に困難な要素が存在

する。

それでは、日本における法的リスクと異なる、

中国における要素とは何か。

第１に言語の問題がある。中国における法律、

契約等の法律上の用語は中国語であり、外国語で

ある。まずこの問題点一つをとっても、法的リス

ク回避にとって困難な要素となる。

さらに中国特有の問題として、「漢字」の存在

が挙げられる。英語であれば、英語を知らない人

が「わかったつもり」になることはなかろう。し

＊むらかみゆきたか／土佐堀法律事務所弁護士

かし、中国語の場合は、中国語をまったく知らな

い人でも、日本人にとってはなじみのある「漢字」

で書かれているため「わかったつもり」になる場

合が多い。中国語も日本語とは違う。これは非常

に危険である。中国語の漢字は、日本語の漢字と

まったく違うのだ、という前提で対処する必要が

ある。

第２に、中国と日本の法制度の違いがある。中

国は、ほぼ市場経済の下での法制度といってよい

が、「社会主義」という看板を下ろしているわけ

ではない。そのことによる日本の法律との違いが、

まだ随所に残っている。

例えば、「表見代理」の制度は、1999年10月１
日に施行された契約法により、明文をもって認め

られることになった。しかし、日本における表見

代理とまったく同じかというとそうではなく、そ

の解釈に当たっては、陰に陽に「社会主義体制」

が影響を与え、国家による監督という場面が、あ

ちらこちらで残っている。

第３に、法というのは、その国、民族の歴史的

背景を抜きにしては語ることはできない。したが

って、中国の歴史、文化的背景を理解することが

必要である。

以上のような法に関する基礎的な部分の理解が

ないと、中国における法的リスクがどのあたりに

あるかを、真に理解することは困難である。

中国進出企業のリスクマネジメント
村上幸隆＊



工夫が必要になる。

（２）設立段階でのトラブル－現物出資
合弁企業の設立の際には、中国側の当事者が現

金出資をせずに現物出資するケースが多い。具体

的には、中国側当事者である国有企業が有する工

場とその敷地を出資するというケースである。

中国における土地法制は複雑である。中国は社

会主義体制を標榜しており、土地は国有か、また

は集団所有という形態をとる。土地の出資とはい

っても「土地所有権」の出資ということにはなら

ない。

ではどうするのかというと「土地使用権」の出

資ということになる。ところが、この土地使用権

らも無償で設定されている「割当土地使用権」と、

有償で取得した「払下土地使用権」の２種類があ

る（注１。

国有企業が工場用地として従来から保有してい

た土地使用権は、無償の割当土地使用権であるこ

とが多い。この場合は、第三者に譲渡するために

は、払下土地使用権に転換しなければならない。

合弁会社は第三者であるので、合弁会社のために

現物出資するためには、払下土地使用権への転換

手続を経る必要がある。

例えば、合弁会社の資金繰りのため土地利用権

に抵当権を設定して借入しようとしたところ、実

は合弁会社の名義になっておらず、かつ、無償の

割当土地使用権であるため抵当権が設定できない

という場合がある。

また、合弁会社が行き詰まって清算する段階に

なって、名義が元の国有企業のままであることが

わかって大慌てすることもある。

土地使用権の性格や名義が合弁会社になってい

るかどうかに注意する必要がある。

（３）設立段階でのトラブル－出資払込
日本での会社設立の場合と異なり、合弁会社は

政府が認可すればその時点で成立し、出資金の払

込は後に分割でもよい。したがって、会社が設立

されたのに中国側が資本金を支払わないため、運

転資金が回らず営業ができなくなってしまうとい

うケースがある。

（４）建設先行のトラブル
会社設立許認可を日本側が中国側に任せっぱな

しにしていると、認可を待たずに会社の建物だけ

が作られてしまい、さらに結果として認可がなさ

れずに営業ができない、その建設費の負担をどう
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そこで、中国へ進出する企業にとってのリスク

には、さまざまなものがあるが、代表的な３つの

問題点について説明する。最後に、中国の外貨管

理制度の基本についても説明する。

２　合弁の相手方とのトラブル

日本企業の中国への進出に関し、近年において

特徴的なことは、独資会社による進出が圧倒的に

多くなったということである。

その背景として、合弁（合作を含む。）という

中国側当事者が存在する形態においては、相手方

との経営のあり方を巡るトラブルが生じるため、

それを避けるべく、日本企業の判断だけで経営で

きる独資を選択するようになった、という点が挙

げられる。中国進出ブームの初期において合弁会

社の形態を選択して進出したものの、相手方との

トラブルで一旦撤退し、再度独資会社で進出する

というケースがよく見られる。

では、合弁の場合のトラブルとはどのようなも

のか、以下に例示する。

（１）契約書のトラブル
合弁契約書や定款は、通常中国語と日本語とで

作成される。この場合に、両言語に矛盾があった

場合に中国語を優先すると定める場合はもちろ

ん、双方が同等の効力を有するとした場合でも、

認可機関が認可する際には、現実には中国語を基

準に認可されることになる。また、紛争が生じた

場合の訴訟や仲裁においても、中国語により判断

されることになる。

問題は、中国語による記載内容と日本語による

記載内容に、食い違いがあることがしばしば見受

けられることである。場合によっては、この食い

違いが中国側当事者の故意による場合もある。中

国語版と日本語版に食い違いがないかどうかのチ

ェックは極めて重要になってくる。日本語版だけ

を見て進出を決定したが、実は中国語版を確認し

ておけば進出できるような条件ではなかった、と

いうこともある。こうした両言語の食い違いは、

専門家（中国語が理解できるだけでなく、法律中

国語が理解できることが必要である。）によるチ

ェックが必要になる。

また、双方が確認した契約書の一部を差し替え

たりして、中国側当事者が改竄する場合もあり、

注意が必要である。各頁にサインをするといった
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するか、といったトラブルが発生する。

（５）運営を巡るトラブル
合弁会社の役員の選出の際は、どちらか一方が

董事長を出せば、他方が総経理を出すという形で

均衡をとることが多い。

中国の法制上は、董事長というのは会社の代表

権を有する代表取締役、総経理というのは日本の

総支配人に似た地位の役職であるが、その双方と

もに会社を代表（代理）する権限を有している。

そのため、運営方針についての日中双方の食い違

いが生じると、双方が勝手に会社を代表（代理）

して行動し、収拾がつかなくなることがある。

董事長と総経理の関係では、法の建前上は董事

長のほうが上の立場になっているが、実際は総経

理が実権を握っている。したがって日本側とすれ

ば、総経理を確保し日本側から常駐の人間を派遣

して、現地の状況を把握、コントロールする必要

がある。

（６）中国側による会社の資金流用や乗っ取り
中国側が合弁会社の資金を他に流用することが

ある。また、日中間の合弁事業が軌道に乗り出す

と、中国側が日本側を追い出して、企業を乗っ取

ろうとするケースがしばしば発生する。

初めから計画的に画策する場合もあるが、むし

ろ合弁事業が利益を生み出すと、中国側が支配権

を掌握しようと画策することが多い。

資金流用や乗っ取りの背景としては、おおむね

2つある。

①　中国側出資企業に多額の債務がある場合
債務を返済するために、新しく作った合弁会社

の現金を引き出したり、営業権を掌握しようとす

る。

②　中国側責任者の私利私欲
中国側から派遣された責任者が私欲を肥やすた

めに合弁会社の資金を流用する場合がある。時に

は行政機構の一部と結託することもある。

以上のようなは、中国側が派遣した総経理が、

中国側企業や自分のために起こすことが多い。

（５）でも述べたように、実際には総経理が合弁

会社の実権を握っているので、その対応策は日本

側が総経理を出して現地をコントロールすること

である。

（７）労使紛争
中国は、労働者が主人公の国だ、ということに

建前上はなっている。しかし現実には、労働力の

流動性は日本より高く、例えば解雇の問題にして

も日本よりも解雇しやすいといってよいかもしれ

ない。

ただやはり、一旦問題が起こると大きな問題に

発展することがあり、労働法制、労働紛争処理に

ついての十分な理解が必要である（注２。

また、中国で多いのは、労働者の引き抜きであ

り、それに対する対応を含め、労働法制度につい

て日本と同じ感覚で対処すると危険である。

（８）解散（注３－撤退
中国へ進出した場合に、最も大きな問題が撤退

の問題である。事業がうまく行かなくなったため、

解散して撤退したいが、中国側当事者や現地行政

機関の反対でできないというトラブルがたくさん

ある。

中国では合弁会社を解散するには、原則として

董事会の全員一致の決議と認可機関の認可が必要

となる。したがって、中国側当事者や認可機関が

反対すれば解散できないことになってしまう。そ

のための対応として、さまざまな方法が考えられ

ている。

実体的要件としての解散条件の客観化（○○年

連続して赤字である、など）と、手続的要件とし

ての仲裁機関による解散を求めることができると

の仲裁条項を合弁契約に記載することが考えられ

る。ただ、これにしても手間がかかることは事実

である。

最もスムーズに撤退する方法として、出資持分

の譲渡（注４の手段がある。この方法は、相手方と

の摩擦も少なく、認可機関においても反対される

ことが少ない、撤退する場合の最良の方法である。

問題は、いかに譲受人を見つけるかであり、これ

が難しい。

（１）から（７）で述べたようなトラブルの多

くは、合弁会社という中国側当事者が存在するこ

とにより生じているものが多い。

そのため、初期の中国投資ブームの際に合弁会

社で進出して失敗した日本企業が、再度進出する

際に独資会社で進出するというケースが多くなっ

たのである。

もちろん、合弁会社にもメリットはあり（中国

側の経営資源を利用できる、販売先の確保が容易

など）、無償の払下土地使用権にしても、コスト

が低く押さえられるというメリットがある。その

利害得失を十分比較して判断することが必要であ



る。

３　消費者とのトラブル

さて、合弁会社や独資会社を設立し、中国で現

実に事業活動していった場合に巻き込まれるトラ

ブルとしては、どのようなものがあるか。その代

表的なものとして、消費者とのトラブルが挙げら

れる。

中国の製造物責任に関する「製品品質法」は、

日本の製造物責任法より先に制定されている。他

に消費者関連の法律として「消費者権益保護法」

があり、この法律もよく理解しておく必要があ

る。

中国の消費者の権利意識は、日本の消費者より

強く、消費者とのトラブルの対処の仕方を間違え

ると、企業の存亡にかかわるといっても過言では

ない。

日本（系）企業と消費者との間のトラブルの具

体例としては、次のようなものがある
（１）日本製自動車のエアバッグが開かなかった

ことによる損害賠償請求訴訟の例（北京市

海淀区人民法院1996年５月16日判決）
この事案は、日本企業が巻き込まれたPL訴訟

の代表的な例である。

Ｘが、Ｔ社製の乗用車を運転中に石壁に激突し

た際に、エアバッグが作動しなかったことによる

損害賠償を請求した事例である。

Ｔは、本件乗用車が米国向けの製品であり、米

国の基準に適合していること、中国の車両基準で

はエアバッグの取り付けが強制されておらず、本

件乗用車は中国の車両基準に適合し、欠陥は存在

しないこと等を主張した。

判決は、Ｘはエアバッグ装置のためにしかるべ

き代金を支払っているのであるから、Ｔは、Ｘに

対しより高度の安全保持義務を負う等として、Ｘ

の請求を認めた。

中国よりも厳しい品質基準を定める外国企業に

してみれば、自国または中国国外の基準で品質表

示をするのが一般的である。この判決は、より厳

しい自国または中国国外での表示品質を基準に損

害賠償等の民事責任の有無を判断したものであ

り、判決内容自体としては妥当とは考えられない

ものである。

しかしながら、訴訟においても、外資（系）企
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業に対しては、中国企業に対する要求の基準より

高いレベルを要求する「ダブル・スタンダード」

が適用されることは、現実問題として存在するの

であり、そうした危険を認識しておく必要があ

る。
（２）結果的に対応の仕方がよくなかったために

問題になったケース（「Ｐ百貨店」Ｓ社製

品販売拒否事件）。

海南省海口市にあるＰ百貨店は、買って１年

10か月ばかりのＳ社のテレビが故障して写らな
くなったという、購入者からの苦情を受け付けた。

百貨店は、Ｓ社香港有限公司広州弁事処に電話し

たところ、「こちらでは中国における販売権を取

得していないので、修理できない。」とされたの

で、別のところで修理した。百貨店は、「Ｓ社が

消費者の権利を侵害した。」として、『国際消費者

権利デー』にすべてのＳ社製品について売場から

引き揚げて販売を拒否した。そしてこの件は、マ

スコミに大きく取り上げられた。

Ｓ社香港有限公司広州弁事処が販売権がなく修

理できないとした対応は、法的にはまったく問題

がなかったが、消費者対応とマスコミ対応を誤っ

た例である。
（３）PL訴訟が起こった時のマスコミ対応を誤り、

中国からの撤退を余儀なくされた例（上海

市閔行区人民法院1991年12月９日判決）
Ｘが、同僚から借りて使ったＹ社（日中合弁会

社）製のシャンプーを使用したため、全禿になっ

たとして「製品品質法」（PL法）に基づき損害賠
償請求した。

訴訟自体は、Ｘの脱毛とＹのシャンプーの使用

とは、因果関係はないとして棄却された。

しかし、Ｘの提訴時に、地元紙（「解放日

報」＝共産党上海市委員会の機関紙）で、「シャ

ンプーで脱髪、Ｙに5000元賠償請求の提訴…」
と大きく報道された。当時、Ｙ社商品は、供給が

需要に追いつかないほど人気があったが、この報

道のため、注文取消、返品が続出し、国外の顧客

の注文も激減し、最終的に中国からの撤退を余儀

なくされた。

これも、法的にはまったく問題がなかったので

あるが、マスコミ対応や、処理の手段を誤った例

である。



４　知的財産権に関する概況－（注５

偽物対策・知財戦略

（１）中国の知的財産権法の体系
中国市場でよく問題とされるのが、偽物が横行

していることである。その対策をどのようにとっ

たらよいのか。

中国における知的財産権に関する法令は、現時

点においてはすべて存在しており、2001年12月
のWTO加盟に伴うTRIPs協定（注６との整合性をと

るための法令の大幅な見直しも完了している。

中国の知的財産権法の体系は、概略次のように

なっている。

上記のうち、実施細則レベルの法令は、法律の

具体的な運用方法などを定めた国務院各部が制定

する法規であり、登録などの手続面に関する規定

が多い。

司法解釈は中国特有のもので、最高人民法院が

司法案件の処理をする際の法令解釈について定め

たものであり、実質上法律を補充し、それと一体

となる重要なものである。

（２）偽物に対する具体的な対応－商標の場合
偽物に対する具体的な対応としては、次のよう

な方法がある。中国では、知的財産権を巡る問題

のうち商標権に関する場合が多いので、商標権を

前提として説明する。

①　商標代理事務所の利用
商標代理事務所を利用して、商標権侵害に対処

する方法が考えられる。

商標代理事務所は、商標登録出願、審査請求の

他、商標侵害のリサーチ、証拠収集、

警告、商標に関する訴訟の代理人、ク

レーム処理、工商行政管理局への折衝

と告訴、新聞・テレビへの声明など広

範な業務を行っている。

弁護士、商標代理人、特許代理人の

すべてを抱えている事務所もある。

②　侵害者に対する警告と交渉
製造者と販売店に対し、直接、商標

専用権の侵害を告げ、製造・販売の即

時停止等を求める。具体的には、会見

申入、警告書の発送、法的手段（工商

行政管理局への告訴、人民法院への民

事訴訟提起）、マスコミ発表の予告で

あるが、常に弁護士と商標代理事務所
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とが共同して行う。

③　損害額の算定
損害額算定の困難を救済するため、損害額の推

定規定がある。これによると、「侵害期間中に侵

害者が得た利益」または「被侵害者が同期間中に

受けた損害」と規定されている。確定することが

困難な場合には50万元以下の損害賠償額となって
いる（商標法56条）。

④　マスコミの利用
日本のマスコミでは、意見広告が極めて少なく、

その論調はおとなしい。中国では、「声明」とい

う形で、企業や弁護士事務所の意見広告が頻繁に

掲載される。また、記者会見をしてアピールする

ことも日常のことである。

日刊紙上の「声明」や記者会見の記事の影響は、

日本人が想像する以上に大きい。したがって、明

白・悪質・全国的侵害の場合（製造元が不明等）

は、まず、この「声明」を出すことが有効であ

る。

⑤　工商行政管理局への処理要求
中国における知的財産権保護の制度は、司法

（人民法院）による救済と、行政（工商行政管理

局）によるスピーディーな救済の２本立てとなっ

ており、外資企業にとって有利であると宣伝され

ている。これを知的財産権保護の「双軌制」と呼

んでいる。

工商行政管理局に対する処理要求は、商標代理

事務所や弁護士を代理人として、侵害地の工商行

政管理局へ通告する。工商行政管理局が処理を行

う場合は、侵害者に対して侵害行為の即時停止、

侵害商品やその製造等に用いる工具の没収、廃棄

法律　特許法〔専利法〕（注７ 商標法　　　 著作権法
反不正当
競争法

実施　特許法実施細則　　・商標法実施条例　　　著作権法
細則　　　　　　　　　　・商標審判規則　　　　実施条例
司法　・特許紛争案件審　・商標案件に関係する　・著作権
解釈　理の法律適用問題　管轄および法律適用範　民事紛争

に関する若干の規　囲の問題に関する解釈　案件審理
定　　　　　　　　・登録商標権侵害行為　の法律適
・特許権侵害行為　の訴訟前侵害行為停止　用の若干
の訴訟前停止に対　および証拠保全の法律　問題に関
しての法律適用問　問題の適用に関する解　する解釈
題に関する若干の　釈
規定 ・商標民事紛争案件審

理の法律適用の若干問
題に関する解釈
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を命じることができ、かつ、侵害者に対して行政

処罰としての罰金を課すことができる。

また、当事者の請求に応じて商標権侵害の損害

賠償額についての調停を行うことができる。調停

が不調となった場合、当事者は人民法院に提訴で

きる。

⑥　人民法院への提訴
保全処分をせずに、漫然と製造・販売停止およ

び損害賠償の民事訴訟を提起した場合は、その訴

訟中に依然として製造や販売が続けられ、勝訴判

決が出たころには侵害者は行方不明、ということ

になりかねない。

そのため、訴訟提起前の事前差止や証拠保全が

必要となる。

ア　保全処分－事前差止
現に商標権が侵害されまたは侵害されようとし

ていることが立証でき、これをただちに制止しな

ければ回復しがたい損害が生じる場合には、侵害

行為に対する訴訟提起に先立ち、人民法院に対し

て、侵害行為の停止命令および財産保全措置を命

じるよう申請することができる。

これは、WTO加盟に伴う法改正により、訴訟
提起前において可能であることが明記され、さら

に具体的要件などについては、司法解釈である

「登録商標権侵害行為の訴訟前侵害行為停止およ

び証拠保全の法律問題の適用に関する解釈」によ

り規定されている。

イ　証拠保全
証拠が消減する可能性があるか、または今後の

取得が困難である場合、商標権者または利害関係

人が訴訟を提起する前に証拠の保全を申請するこ

とができる。

これも具体的要件などについては、司法解釈で

ある「登録商標権侵害行為の訴訟前侵害行為停止

および証拠保全の法律問題の適用に関する解釈」

により規定されている。

この証拠保全により証拠である侵害品を押さえ

てしまうことで、事実上の事前差止と同じ効果を

もたらすことができる場合がある。

５　中国の外貨管理制度

（１）中国の外貨管理の基本政策
中国の外貨管理の基本政策は、次のようになっ

ている。

①　経常取引は1996年12月に、中国がIMF８条
国に移行したことに伴い、実需原則に基づく経常

項目は、人民元から外貨ヘの交換が原則的に自由

であることが保証されている。

一方資本取引は厳格な管理をしており、人民元

から外貨への交換を原則として禁止している。

②　中国内における決済は、原則としてすべて人

民元建てであり、外貨決済は許されていない（例

外として「転廠」決済の場合は認められている。）

外貨による収入は一定金額の外貨保有以外は、

人民元に強制両替させられることになる。

（２）外資系企業の中国における外貨口座制度
（保税区、輸出加工区を除く。）

経常取引と資本取引を厳密に管理するため、外

貨口座は、使途により区分されている。外資投資

企業は設立時に、外貨管理局への外貨登記が必要

となる。外貨登記後、外貨管理局の批准を得て各

口座の開設が可能になる。

①　資本取引に関する口座には、「外貨資本金口

座」、「臨時資本金口座」、「臨時土地保証金口座」、

「借入金専用口座」、「借入金弁済専用口座」があ

る。

②　経常取引（貿易取引）に関する口座は、「外

貨決済口座」であり、経常取引にかかる外貨収入

を預け入れる。原則１社１口座だが、会社規模や

地域により複数口座の開設が可能である。

（３）外資投資企業の資金調達手段
①　外資投資企業の資金調達手段は、出資、親会

社からの借入、銀行からの借入、ファイナンスリ

ース等である。借入可能金額は、投資総額から登

録資本を控除した額である。

②　外債登記制度

出資以外の方法で外貨調達する場合は、外貨管

理局ヘ外債登記が必要である。ファイナンスリー

スの場合も同様に外債登記が必要である。

外債登記をしておかないと、合弁会社等が日本

の親会社から借りた資金を返済する際に、日本へ

の送金ができなくなるので注意する必要がある。

人民元から両替して外貨借入を返済する場合

も、外貨管理局の事前許可が必要で、その際手持

外貨の優先使用が義務づけられている。

（４）貿易・貿易外取引の決済管理
①　過去に、対外決済管理制度の不備を悪用し、

通関書類の偽造による不正な外貨購入や外貨の流

出などの事例が判明したため、近年その防止のた
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めに種々管理強化措置がとられている。

②　貿易取引の場合

輸出の際は、「輸出核銷制度」という制度がと

られている。これは、輸出名目でなされる外貨受

取と外国への貨物の引き渡しを照合し、輸出代金

受取資金の正当性を確認する制度である。

輸入の際は、「輸入核銷制度」という制度がと

られている。これは、銀行経由で輸入決済のため

の対外支払を行う際、銀行または外貨管理局が書

類上でその送金が適法で真実であると認定する制

度である。

遠隔地（行政区の異なる地区）の外銀で決済す

る際の問題点として、過去に対外決済管理強化の

ため、遠隔地の外銀での対外決済を停止するなど

の措置が度々とられたこともあり、現状では企業

の所在地の外貨管理局ヘの申請が必要である。

③　貿易外取引（運賃、保険料、ロイヤリティー、

配当、コミッション、元利金返済等）

中国へ投資して利益が上がった場合の配当や、

技術導入契約によるロイヤリティーを日本へ海外

送金する場合である。

貿易外取引に関する対外支払は、銀行に申請書

のほか各取引の契約書など、エビデンス（送金の

原因となる証拠の書類）の提出が必要であり、納

税義務のある項目については納税証明書（免税の

場合は免税証明書）の提出が必要である。エビデ

ンスの具体的な例としては、配当金送金董事会議

事録、税務申告書、納税証明書、会計監査報告書、

ロイヤリティー送金の場合の技術指導契約書、技

術導入契約登記有効証明書、技術指導料計算書、

源泉税／営業税納付証明書等である。

６　終わりに

中国へ進出する企業が注意すべき、代表的なリ

スクについて、合弁の相手方とのトラブル、消費

者とのトラブル、知的財産権に関する概況の３つ

に絞って説明し、さらに中国の外貨管理制度の基

本部分にも触れた。

中国に進出する企業は、今後ますます増えると

予想されるが、中国の歴史的文化的背景をよく理

解した上で、中国の制度や法律を守らなければな

らない。その際生じるリスクについては、法律家

などの専門家と十分相談し、的確に対処すること

が求められる。

［注］

１　中国における土地使用権については、三浦和博「中

国における土地使用権の法的性質と問題点」（国際商

事法務24巻６号）参照。

２　中国における労働法については、監修・解説村上幸

隆、翻訳関口美幸「日中対訳　中国労働関係法令集」

（コマースクリエイト㈱）、拙著「労働訴訟審理に関

する中国最高人民法院の解釈　上～下」）国際商事法

務30巻１号～30巻２号）、「中国労働組合法の改正」

（中国法令69号）参照。

３　外資投資企業の解散については、拙著「中国におけ

る外資投資企業の解散・清算・破産の法的諸問題と

最近の動向」（国際商事法務25巻３号）参照。

４　出資持分の譲渡については、拙著「中国外資投資企

業の出資持分譲渡」（JCAジャーナル46巻２号）参照。

５　中国における知的財産権に関しては、以下の論文等

を参照されたい（いずれも拙著）。

〈特許法関係〉

「中国特許法の改正」（中国法令55号）

「中国での特許権侵害に対する訴訟前差止の規定」

（JCAジャーナル48巻10号）

「特許訴訟審理に関する中国最高人民法院の規定」

（国際商事法務29巻12号）

〈商標法関係〉

「中国における商標使用許諾契約　上～下」（JCAジ

ャーナル43巻９号～43巻10号）

「商標権に関する中国最高人民法院の解釈－訴訟前差

止と証拠保全－上～下」（国際商事法務30巻５号～６

号）

〈著作権法関係〉

「著作権案件審理に関する中国最高人民法院の解釈」

（中国法令81号）

〈不正競争防止法関係〉

「中国不正競争防止法の最近の動向　上～下」（国際

商事法務26巻９号～26巻10号）

６　TRIPs協定とは、1995年にWTOの創設にあわせて、

新たな貿易関連ルールの一環として締結された「世

界貿易機関を設立するマラケシュ協定」の付属書1C

「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定」

（Agreement on Trade-Related Aspects of Intellectual

Property Rights）のことである。

７　中国の特許法〔原文：専利法〕が対象とする知的財

産権には、日本法における「特許」「実用新案」「意

匠」が含まれている。
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協会だより
損害保険業界や日本損害保険協会の諸事業や主な出来事のう

ち、特に安全防災活動を中心にお知らせするページです。こ

れらの活動等について、ご意見やご質問がございましたら、

何なりとお気軽に編集部あてお寄せください。

・「あなたのクルマが危ない！ ！」

当協会では、自動車盗難に関し、自動車ユーザ

ーの意識を調査するためのアンケートを実施しま

した。その結果、ユーザーの意識や対応状況は、

まだまだ不十分であることがわかりました。

．いまだに盗難の危険性を感じていない人が 3

人に 1人

依然として32%の人は自動車盗難に対する危険

性を全く感じておらず、自動車盗難は他人事と

いう意識がまだまだ強いようです。

．ドアをロックしないでクルマから離れている

人が16%も

実に16%もの人が、クルマから離れるときの施

錠が不十分という結果が出ました。

実際に毎年2万件がキーを付けたままにして盗

まれています。クルマから少しでも離れるときは、

必ずキーを抜；き、ドアをロックしましょう。

また、男女別の状況を見ると、女性（14%）より

男性（18%）の方が4ポイントも悪く、特に男性の

意識改善が求められています。

当協会では、引き続き盗難防止を訴えるキャン

ペーン等の活動を通じて、自動車ユーザーの意識を

高め、盗難の減少に結び付けたいと考えています。

・平成15年度全国統一防火標語が決定しました

平成15年度全国統一防火標語の募集には、全国

から27,630点の作品が寄せられました。

今年の応募の特徴としては、放火への注意喚起

や「不景気J－ 「リストラJといった不況の世相

を反映した語句が見受けられました。また、切り

口としては例年同様「確認J、「点検」および「火

そのものへの注意喚起」を訴えたものが最も多く、

他には家族、家庭の防火をテーマとした作品が目

立ちました。

なお、入選作品は平成15年度の全国統一防火標

語として、防火ポスターをはじめ、全国で防火意

識の普及PRに使用されることとなっています0

・選考委員二北野 大氏（淑徳大学教授）

神津十月氏（作家）

総務省消防庁長官

（社）日本損害保険協会会長

・入選 l点（賞金30万円）

（標語）その油断火から炎ヘ災いヘ

竹上雅代さん（愛媛県八幡浜市）の作品

また、佳作3点につきましては、入賞者の方々

に賞金として2万円をお贈りいたしました。

・シンポジウム「南海地震にそなえる～新世紀

の防災に向けて～」を開催しました。

当協会では、日本災害情報学会、高知県、 NHK

高知等との共催で、 2月1日（士）高知市のかるぽ

ーと大ホールにおいて掲記シンポジウムを開催

し、約450名の方に参加しEただきました。

南海地震は、兵庫県南部地震の45倍のエネルギ

ーがあり、「今後30年以内の発生確率は40%」と

言われています。特に津波の被害が危倶されてい

ます。これに対して、今すぐ出来ること（地域の

連携強化などの共助）と時間をかけて取り組むこ

49 
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協会だより

と（防潮堤建設などの公助）を整理して実行し

ていくことが重要であると指摘されました。

また、当協会からは、この南海地震による地

震保険の保険金支払想定として、高知県だけで

1,930億円に上ることを説明いたしました。これ

は地震保険の普及率が高知県で14.4%という前提

での数字ですので、実際の損害はこれよりはる

かに大きなものとなります。

［概要1
0基調講演

河田憲昭氏（京都大学巨大災害研究センター長）

O基調講演

貝原俊民氏（前兵庫県知事、阪神・淡路大震

災記念協会理事長）

。特別講演

西浦英次（日本損害保険協会専務理事）

0パネルディスカッション

・コーディネーター：

藤吉洋一郎氏（NHK解説委員、大妻女子大学

教授）

－パネリスト：

橋本大二郎氏（高知県知事）

贋井傭氏（日本災害情報学会会長、東京大学

社会情報研究所長）

阿部勝征氏（東京大学地震予知情報センター長）

河田悪昭氏（前掲）

－アドバイザー：

貝原俊民氏（前掲）

．地域防災対策推進指導者養成講座（フォロー

アップ研修）を開講いたしました

当協会では、富士常葉大学および開催地自治

体との共催で、 2000年 9月静岡市での開催を皮

切りに、 2001年富士市・焼津市、 2002年沼津

市・浜松市で掲題講座を開催してきました。

その 5会場の受講者の総数は760名に上り、こ

れら受講者を対象に実施したアンケートでは、

50 

防災関連情報について今後ももっと知りたいと

の要望が寄せられました。そこで、その要望に

応えた最新の防災情報を学ぶ機会を設けるとと

もに、講座終了後時聞が経過したことから、再

度熱意を呼び起こし意識の再啓発をはかること

を目的に、 2月8日（土）に富士市、 3月8日（土）

に静岡市でフォローアップ研修を開催しました。

e2003N P Oシンポジウム IN広島「災害救援

とボランティアの“実力”～私たちに出来る

こと～」を開催しました

当協会では、去る 2月14日（金）に広島市にお

いて掲記シンポジウムを開催しました。当日は、

NP O、企業関係者、一般市民など約90名に参

加いただきました。

当日は、阪神・淡路大震災や芸予地震等で実

際に第一線で災害救援活動をされた専門家の

方々から、「災害救援活動の現状」や「災害時に

何が出来て何が出来なかったのか」等事例を交

えて解説をいただきながら、最後に一般市民に

対して次のようなメッセージをいただき終了し

ました。

〈一般市民へのメッセージ〉

－地域や防災活動に関心を持とう！

－出来ることを出来る人が出来るときに！

．日頃からお互いに声を掛け合おう！

－行政、 Np O、市民とのネットワークを

作ろう！

・楽しみながら子供と大人が一緒になって

防災活動しよう 1

参加者のアンケート結果からは、「自分自身の

わずかな災害ボランテイアの体験だけでは見え

なかった様々な考え方がわかって良かったJ「今

後はまず自分で出来ることをみつけて活動して

いきたいと思うJ等の声が多数寄せられました。
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一水害の防止・軽減のため－

「洪水ハザードマップ集」を作成しました！

当協会では、東海豪雨災害（2000年）をはじめとして近年全国各地で記録的な豪雨による大き

な被害が相次いでいることから、水害の防止・軽減に有効とされる洪水ハザードマップの普及促

進に取り組んでいます。

この一環として、このたび全国144自治体などのご協力を得て、「洪水ハザードマップ集（CD-

ROM)Jを作成して、全都道府県および全市区町村（約3,300）に無償で提供しました。

水害はある程度被害の発生が予測できる災害であり、また同一地域に起こりやすいという特徴

もあることから、地域住民が洪水ハザードマップにより、居住地域の水害の危険’性と避難経路や

避難場所をあらかじめ知っておけば、損害を軽減することができます。

一方、多くの自治体ではこれからマップを作成しようとしている状況です。

そこで当協会では、これからマップを作成しようとする自治体に作成の促進と支援を行うとい

う目的で、この「洪水ハザードマップ集」を作成しました。

今後、このマップ集がお役にたち、自治体でのマップ作りが促進され、洪水に対する危機管理

が進むことを願っています。

また、本マップ集は、自治体のご担当の方のみならず、企業や地域の安全防災対策に携われる

方々などにもご参考になると思いますので、ご希望の方には、有償でご提供いたします。このマ

ップ集を多くの方にご活用いただくことで、私どもとしてもわが国全体の「防災力」の向上に少

しでも貢献できることを願っております。

お申し込み方法は、下記のとおりです。

＠ハザードマップ集（CD-ROM）の主な収録内容＠

1. このマップ集について

作成の趣旨、収録の各マップおよび、地形図等について説明しています。

2.洪水ハザードマップの効果的な活用のために

ハザードマップ作成・公表のポイントを群馬大学工学部建設工学科の片田敏孝助

教授にわかりやすく解説していただいています。

3.洪水ハザードマップ

全国144市区町村で作成したハザードマップを収録しています（日本地図のメニ

ュー画面から、ご覧になりたい地域のマップを選択できるようになっています）。

［お申し込み方法】

ご住所、お名前、ご職業、電話番号および「j共水ハザードマップ集希望jをお書き添えのうえ、

郵送、 E-mailまたはFAXにてお申し込みください。

金額は、 1,100円（本体900円＋送料200円）です。ご送付の際に請求書を同封いたしますので、

所定の口座にお振込み願います。

干101・8335 東京都千代田区神田淡路町2・9

社団法人 日本損害保険協会業務企画部安全技術グループ「ハザードマップ集係」

E-mail:angi@sonpo.or.jp F AX:03-3258-9276 （お問合せ） TEL:03-3255-1397 
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読者アンケート

（読者の皆さまへ） 213号の内容について、ご意見をお聞かせください

毎号、予防時報をご愛読いただきまことにありがとうございます。

編集部では、誌面のより一層の充実を図るため、読者の皆さまのご意見－ご希望をお伺いすることとい

たしました。

ぜひ以下の回答用紙にご記入いただき、下記あてにご送付くださるようお願い申し上げます（郵送でも

FA Xでも結構です）。

なお、職場等で回覧されている場合は、適宜回答用紙をコピーしていただき、よリ多くの方々がご意見

を寄せられるようご配慮いただければ幸いです。

口先：（社）一一務企画部ーループ
回答先住所：干 101-8335 東京都千代田区神田淡路町2-9

FA X番号： 03-3258-92'76

予防時報アンケート回答用紙（213)

巨雪 E冨
Q 1.今号の記事の内容はどうでしたか（該当する項目にO印をつけてください）。また、参考のためその

理由もお書きください。

大に蛮立役つ 多少ll役 どちらで
あまり

役に立記事タイトル 役に立 理 由
につ もない たない たない

被記録災体「会験津者磐が梯残山し噴た火噴之火由災来害」の

リスク情報の認識の重
要性

ダイヤモンドと噴火予知

東震海源域－東拡南大海と今－南後海の地展震開一一

「援FシAスSテTム」（現に場急行支
） ついて

失敗学と安全－防災

火災物的で発損害生する煙によ
る について

CとoセmキPUュterリSテecィu対rit策yI活nc動ident 

中マ国ネ進ジ出メ企ン業卜のリスク

Q 2.その他、本誌に関するご意見－ご希望がありましたら、ご記入ください。

＊ご協力ありがとうございました。今後ともご愛読のほど、よろしくお願い申し上げます。
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2002年10月・11月・12月

災害メモ

建て住宅約95㎡が全焼。３名死亡。

交通

●10・19 群馬県館林市の県道で乗

用車同士が正面衝突。３名死亡、１

名負傷。

●10・９　石川県松任市の国道８号

交差点で、中央分離帯を越えて対向

車線に飛び出した乗用車と、大型ト

レーラーが正面衝突。５名死亡。

●11・16 群馬県粕川村の県道でセ

ンターラインオーバーのワゴン車が

大型観光バスと正面衝突。３名死亡、

12名負傷。

●11・23 北海道森町の国道５号で

大型観光バスと中央線を越えて対向

車線にはみ出した乗用車が衝突。１

名死亡、45名負傷。

●11・25 埼玉県児玉町の関越自動

車道上り線で乗用車が道路脇の金属

製ガードロープに突っ込み大破。４

名死亡、１名負傷。

●11・６　大阪府大阪市のJR東海道

線で中学生が電車にはねられ重傷。

救助処置中の救急隊員２人が特急列

車にはねられ死傷。１名死亡、２名

負傷。

●12・13 山口県美祢市の中国自動

車道上り線で、ワンボックスカー車

がガードレールに衝突し横転。３名

死亡、３名負傷。

●12・９　千葉県松戸市の市道で、

酒気帯び運転の乗用車が歩行者を

次々とはねる。５名死亡。

自然

●10・１　台風21号上陸。茨城県で

送電線鉄塔が倒壊するなど各地で被

害。５名死亡、88名負傷。

航空

●10・21 愛知県名古屋市の名古屋

空港南東で日本航空356便（B747-

400）が乱気流に遭う。19名負傷。

火災

●10・３　兵庫県尼崎市の化学薬品

製造工場「ダイソー尼崎工場」で整

備点検中のボイラーが水蒸気爆発。

２名死亡、１名負傷。

●11・14 東京都江戸川区の住宅密

集地で木造２階建て住宅から出火、

約70㎡全焼。隣の民家約60㎡も全焼、

他６棟部分焼。３名死亡。

●12・８　千葉県松戸市の木造２階

海難

●11・26 東京都大島町の波浮港沖

で台風21号の影響で座礁した貨物船

（ファル･ヨーロッパ56,835トン）が

炎上｡自動車約3,800台､約100億円相

当の積荷。

その他

●11・13 栃木県那須町の「りんど

う湖ファミリー牧場」でゴーカート

を運転していた女性が、ロングマフ

ラーをエンジンの歯車に巻き込み窒

息死。１名死亡。

●11・22 三重県四日市市の食品メ

ーカー「太陽化学」南部工場で、一

酸化炭素中毒。１人が直径2m深さ

2.5mのタンクに入ったところ倒れ、

助けようと中に入ったりタンクに近

づいた５人が次々と具合が悪くなっ

た。タンク内が酸欠状態になってい

た可能性もある。１名死亡、５名負

傷。

●12・29 福岡県豊津町の町歴史民

俗資料館で害虫駆除作業中ガス中

毒。３名負傷。

海外

●10・２　シリア・アレッポの洞窟

の多い地域で十数軒が地下に陥没。

31名死亡、21名負傷。

●10・22 インドの爆竹工場で爆

発、火災。12名死亡、６名負傷。

●10・22 アゼルバイジャンの首都

バクー沖約140kmのカスピ海で、大

型フェリー「マーキュリー２」悪天

候のため沈没。約1,000トンが石油

が流出。１名死亡、41名行方不明、

９名負傷。

●10・23 インド・ハイダラーバー

ドの５階建てビルにある煙火倉庫で

爆発、火災。最上階にあるホテルの

宿泊客13名焼死。

●10・27 バングラディシュで停車

中の列車に対向列車が衝突。10名以
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上死亡、40名負傷。

●10・29 コロンビアの山間部で土

砂崩れ、住民生き埋め。70名死亡行

方不明100名以上。

●10・29 ベトナム・ホーチミン市

中心部の繁華街にある６階建てビル

「サイゴン国際商業センター」で火

災。60名死亡、100名負傷。

●10・31 イタリア・ローマ南東部

でM5.4の地震。幼稚園が崩壊するな

どしイタリア政府は被災地域に非常

事態を宣言。3,000人以上が避難、29

名死亡、140名負傷。

●11・１　モロッコの刑務所で火

災。収容人員1,000人のところに

1,300人収容したことと看守の状況判

断の誤りで､50名死亡、40名負傷。

●11・10 アメリカ・テネシー州な

ど東部、南部各州で合計49件の竜巻

発生。被害はイリノイ州からアラバ

マ州まで13州に及ぶ。36名死亡、

200名負傷。

●11・11 フィリピンのマニラから

ルソン島北部ラオアグに向かったラ

オアグ国際航空のフォッカー27型旅

客機が離陸３分後エンジントラブル

を起こし墜落。19名死亡。

●11・20 インド・マディヤプラデ

ーシュでバスが横転し出火。ガソリ

ンに引火して全焼。30名死亡、27名

負傷。

●11・24 フィリピン・ケソンの山

岳道路でバスが谷に転落。33名死亡、

６名負傷。

●11・３　インドネシア・東部マル

ク諸島アンボン沖で300人以上が乗

船する連絡船（定員100人）が沈没。

５名死亡、100名行方不明。

●11・３　パキスタン北部のギルギ

ット付近で地震。10名死亡、30名以

上負傷。

●11・30 中国・陜西省の煙火工場

で爆発。13名死亡、４名負傷。

●11・30 ベネズエラ・カラカス市

内中心部のホテルで地下の１階ナイ

トクラブ入口付近から出火。超満員

の400人の客､従業員が出口に殺到、

非常口開かず。50名死亡、12名負

傷。

●11・６　フランス・ナンシー駅で

パリ発ウィーン行き国際寝台特急列

車から煙が出ているのを、国鉄の線

路監視員が見つけ、列車を非常停止。

12名死亡、９名負傷。

●11・６　ルクセンブルク・ルクセ

ンブルク空港の東約５kmにルクス

エアーのフォッカー社製F50旅客機

が墜落。乗員・乗客22人のうち、20

名死亡、２名負傷。

●12・17 スリランカ・コロンボの

爆竹を売る商店などが入居する４階

建てビルで火災。10名死亡、17名負

傷。

●12・２　中国・陝西省の違法な煙

火工場で爆発。13名死亡。

●12・31 メキシコ・ベラクルスの

市場で新年用の花火が次々爆発､火

災。付近の建物に延焼し１ブロック

全焼。28名死亡、41名負傷。

●12・８　中国・吉林省の炭鉱で火

災。16名死亡、３名行方不明。

●12・９　ブラジルで豪雨。大規模

な土砂崩れ発生。1,800人避難、39名

死亡。

昭和
25年

編集委員

北森俊行 法政大学教授

日下昌彦 株式会社損害保険ジャパン

小出五郎 日本放送協会解説委員

斎藤　威 科学警察研究所交通部長

菅沼裕明 東京海上火災保険株式会社

鈴木淳雄 東京消防庁予防部長

長谷川俊明弁護士

森宮　康 明治大学教授

山岸米二郎高度情報科学技術研究機構
招聘研究員

山崎文雄 東京大学生産技術研究所
助教授

吉田幸弘 三井住友海上火災保険株
式会社

編集後記

2002年の交通事故事情は、死者数
が8,326人と、ピーク時の半分に減
少したほか、増加を続けていた事故

件数、負傷者数も共に減少するとい

う画期的な年でした。しかしこの中

で、高齢者の交通事故は顕著な増加

を続けています。今後、国を挙げて

様々な施策が打ち出されることでし

ょうが、予防時報としてもこの問題

を考えてみたいと思います。（坂本）

「失敗は成功のもと」とはよく言

いますが、今号の座談会にご登場い

ただいた畑村先生の提唱する「失敗

学」は、失敗を学問にしてしまった

ところが大変ユニークです。

「失敗という結果から原因を辿っ

ていけば、その間にある脈絡がすべ

て見えてくる」といった話など、誰

でも身近に当てはめられそうな話が

随所に盛り込まれています。（田中）



韓国で地下鉄車両に放火、
死者推定200人前後

2003年 2月18日午前 9時52分ごろ、

韓国、大郎市の地下鉄で放火火災が発

生した。地下鉄中往路駅に 6両編成の

列車が入ってきた時、 5両目に乗って

いた男がかぱんから取り出したガソリ

ンと思われる容器に火をつけた。火は

瞬く聞に車内に燃え広がり 4分後に入

ってきて停車した対向の 6両編成の列

車にも延焼し、被害が拡大した。死者

数は200人前後に上ると推定されてい

るが、国立科学捜査研究所は22日、車

両の焼け方が酷く死者数の確定は困難

との見方を示した。

捜査当局は、被害が拡大したのは運

転手、中央司令室などが不適切な対応

をしたためで人災と見ており、運転手

ら大郎地下鉄公社関係者7人を逮捕し

て捜査している。

。ロイター・サン



ワゴン車ど電車が衝突、 2人死亡11人負傷
2003年1月23日午後7時半ごろ、

千葉県習志野市実籾町の京成本線京

成大久保一実籾聞の踏切（遮断機、

警報機付き）で、京成上野発芝山千

代田行き普通電車（ 6両編成）が，

踏み切りに進入してきたワゴン車と

衝突した。電車の 1両目が脱線し、

ワゴン車は約200m引きずられて大

破したO ワゴン車に載っていた男性

2人が死亡、電車の乗客11人が軽

傷を負った。

電車の運転士は、「遮断機が下り

ていたのに、先頭で待っていた乗用

車の後ろからワゴン車力ず追い越し、

遮断機を突破して線路内に進入して

きた」と報告しているという。

。毎日新聞社



安全防災関係主な刊行物／ビデオのご案内

4砂干lj行物• ＜有料のものと無料のものがあります。 また送料は月lj途ご負担いただいております。）

交通安全関係

．父通安全の基礎知識（父通安全マーユアル） ．父通事故による経済的債失・受傷状況に関する研究報告書

・交通安全情報源ファイル ・貨物自動車の安全な運転；去に関する調査・研究報告書

・自動車保険データにみる交通事故の実態 2002 ・車両形状男lj・シートベルトの分析報告書

・交通事故死傷者の人身損失額と受傷状況の研究 ・企業の自動車事故防止・軽減に資する手法の調査・研究報告書

・交通事故データと自動車保険データの統合およびその活用に関・企業における効果的な交通安全対策構築に関する調査・研究報
する調査研究報告書 会~主目主

・交通事故被害者の受傷状況についての分析し E

安全技術関係

・予防時報（季刊） • EUの環境影響アセスメント規制Ii＝関する調査・研究報告書

・災害に負けない企業づくり 田工場防火に関する調査・研究報告書

圃危険物と産業災害一知っておきたい知識と対策ー ・企業のリスクマネジメントに関する翻査・研究報告書

・地震と産業被害（山崎文雄著） ・建物の耐震妓術に関する調査・研究報告書

・世界の重大自然災害 ・改正建築基準法に関する調査・研究報告書

・世界の重大産業災害 •EUの労働安全衛生に係る規制に関する調査・研究報告書

・病院における医療安全対策に関する調査・研究報告書 ・海外安全法令シリーズ（NO1～13) 

・自然災害被害の防止・軽減に資するための調査・研究報告書 ．洪水ハザードマップ集（CD-ROM)

。 交通安全・安全技術関係の刊行物につきましては、 当協会業務企画部安全技術グル プ（TEL(03)3255-1397）までお問い合わせくださ
L、。

災害予防関係

・巨大地震と防災 ・変化の時代のリスクマネジメント

・津波防災を考えるー付・全国地減目If津波情報ー 一企業は今リスクをどうとらえるべきかー（森宮康著）

圃 ドリルDE防災ー災害からあなたを守る国語・算数・理科・社会一 ・グラグラドンがやってきた（防災絵本一手引番付きー）

・ドリJL-DE防災Pa代 E ・地震！ク．ラッとくる前に一大地震に学ぶ家庭内防災一
一災害からあなたを守る国語・算数－理科・社会一 ・検証＇ 91台風19号 風の傷跡ー

圃古都の防災を考えるー歴史環境の保全と都市防災一 ・1也践の安全を見つめる一地峻別「気象災害の特徴J

園災害絵図集ー絵でみる災害の歴史ー

。 災害予防関係の刊行物いつきましては、当協会生活サーピ‘ス部企画グル ブ(TEL(03)3255-1217）までお問い合わせください。

4・ビデオ.
交通安全関係

・ ザ・チャイルドシート［29分］ ・シーアドフイパ一一急増する高齢ドフイパーの事故ー［35分］

・ザ・シートベルト［37分］ ・交差点事故を防ぐ［18分］

・ザ・シートベルト2(22分］ ・追突ー混合交通の落とし穴［27分］

＠ 各種交通安全ビデオは、実費で頒布しております。
損保セーフ子ィ事務局（TEL(03)3561-2592、受付時間AM900～PM6:00（月曜～金曜））にお申し込みください。

災害予防関係

園開国迫る 1日本の機械安全 ・火災と事故の昭和史（日）（芙）［30分］
一国際安全規格1$012100ー［26分］ ・高齢化社会と介護 安心への知恵と備えー［30分］

・自然災害をま日り備える 平成の災害史ー［25分］ ・昭和の自然災害と防災（日）｛英）（30分］

・河川災害の教訓［24分］ ・応急手当の知識［26分］

・風水害に備える［21分］ ・稲むらの火［16分］

回その時きみは？ 一良太とピカリの地震防災学一［19分］ ・絵図に見るー災害の歴史ー ［21分］

・地震 I I ~ニックを避けるために［23分］ ・老人福従施設の防災［ 18分］

・地震 1その時のために 家庭でできる地震対策 [28分］ ・羽ばたけピータン［16分］

・検証’91台風19号一風の傷跡ー［30分］ ・森と子どもの歌［15分］

・火山災害を知る（日）（芙）［25分］ ・あなたと防災一身近な危険を考えるー［21分］

。 「開国迫る 1日本の機械安全一国際安全規格1$012100-Jは、実費で頒布しております。
（株）イメ ジプランニング（TEL(03) 5272-9990）にお申し込みください。（CD ROMもあります。）

。交通安全・災害予防関係ビデオは、防災講演会や座談会など1＝：：・利用ください。ビデオLついては、上記記載のほか多種用意しており
ます。当協会各支部［下記参照］にて、無料貸し出ししております。
各種ビデオの内容につきましては、生活サービス部企画グループ(TEL(03)3255-l217）までお問い合わせください。
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東北：（022)221-6466

名古屋＝（052)971寸 201

九州＝（092)771・9766

関東＝（03)3255-1450

近畿＝（06)6202-8761

沖縄＝（098}862-8363

4黄 J長＝（045)681-1966

神 戸＝（078}326-0011 

静 岡：：：（054)252-1843

中国＝（082)247-4529



日本損害保険協会の安全防災事業

交通安全のために

．交通安全啓発のための広報活動
．交通安全推進ビデオの制作・頒布
・支通安全情報誌の発行
・交通安全教育事業への協力
・救急医療体制整備の援助
・交通事故防止機器柑の寄贈

災害予防のために

．消防自動車の寄贈
．防火ポスターの寄贈
．防災シンポジウムの開催
．防災講演会の開催
．防火標語の募集
．防災図書の発行
．防災映画・ビデオの制作・貸出

安全防災に関する調査・研究活動

交通事故、火災、自然災害、傷害、
賠償責任等さまざまなリスクとその
安全防災対策について、調査・研究
活動を進めています。

紅白本損害保険協会
干101-8335 東京都千代IU区神削淡路間2・9
電箭03(3255) 1 3 9 7 

（業務企直！邸安全技術グループ）
http://www.sonpo.or.jp 

富 士火災
三井住友海上

三井ダイレク卜

三井ライフ損保

明治損保
安田ライフ損保

安田ライフダイレクト

｛社員会社50書簡｝

損保ジャパン

大同火災
東京海上

トーア再保険
自動火 災
日新火災
ニッセイ同和損保

日本興亜損保

日本地 震

あいおいt員保；

アクサ損保

朝日火災
共栄火災
ジェイアイ

スミセイ損保

セコム損害保険

セゾン自動車火災
ソニー損保
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